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(57)【要約】
 
【課題】　蛍光体が凝集することなく、ガスバリヤ性が良好で、半導体発光装置の耐久性
を向上させうる被覆蛍光体粒子、および蛍光体含有組成物を提供する。 
【解決手段】　（Ａ）蛍光体粒子を（Ｂ）アルカリ金属、アルカリ土類金属およびＺｎか
ら選択される１以上を含有するガラス組成物で被覆した被覆蛍光体粒子であって、前記ガ
ラス組成物の屈伏点が８００℃以下であること、および／または前記ガラス組成物が形成
する被覆層の膜厚が、０．１μｍ以上１０μｍ以下であること、を特徴とする被覆蛍光体
粒子。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）蛍光体粒子を（Ｂ）アルカリ金属、アルカリ土類金属およびＺｎから選択される
１以上を含有するガラス組成物、で被覆した被覆蛍光体粒子であって、前記（Ｂ）ガラス
組成物の屈伏点が７００℃以下であることを特徴とする被覆蛍光体粒子。
【請求項２】
　（Ａ）蛍光体粒子を（Ｂ）アルカリ金属、アルカリ土類金属およびＺｎから選択される
１以上を含有するガラス組成物、で被覆した被覆蛍光体粒子であって、前記（Ｂ）ガラス
組成物が形成する被覆層の膜厚が、０．１μｍ以上１０μｍ以下であることを特徴とする
被覆蛍光体粒子。
【請求項３】
　前記（Ａ）蛍光体粒子が、窒化物および／または酸化物である請求項１または２に記載
の被覆蛍光体粒子。
【請求項４】
　前記（Ｂ）ガラス組成物が、下記（Ｉ）および（ＩＩ）を含有する請求項１～３のいず
れか１項に記載の被覆蛍光体粒子。
（Ｉ）ＳｉＯ２、Ｂ２Ｏ３、Ｐ２Ｏ５、ＧｅＯ２、ＴｅＯ２、Ａｌ２Ｏ３、Ｇａ２Ｏ３、
およびＢｉ２Ｏ３から選択される１以上を含む、Ｚａｃｈａｒｉａｓｅｎによるガラス形
成酸化物
（ＩＩ）アルカリ金属原子、アルカリ土類金属原子、およびＺｎから選択される１以上を
含む網目修飾酸化物
【請求項５】
　前記（Ｂ）ガラス組成物における鉛の含有量が０．１重量％以下である請求項１～４の
いずれか１項に記載の被覆蛍光体粒子。
【請求項６】
 前記（Ｂ）ガラス組成物が形成する被覆層が連続膜である請求項１～５のいずれか１項
に記載の被覆蛍光体粒子。
【請求項７】
　（Ａ）蛍光体粒子、および（Ｂ）アルカリ金属、アルカリ土類金属およびＺｎから選択
された１以上を含有するガラス組成物を混合し、前記（Ｂ）ガラス組成物の屈伏点以上で
加熱することを特徴とする被覆蛍光体粒子の製造方法。
【請求項８】
　請求項１～６のいずれか１項に記載の被覆蛍光体粒子を含むことを特徴とする蛍光体含
有組成物。
【請求項９】
 請求項１～６のいずれか１項に記載の被覆蛍光体粒子を用いて形成された発光装置。
【請求項１０】
　請求項９に記載の発光装置を光源として備えることを特徴とする画像表示装置。 
【請求項１１】
　請求項９に記載の発光装置を光源として備えることを特徴とする照明装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被覆蛍光体粒子、および被覆蛍光体粒子の製造方法、並びに前記被覆蛍光体
粒子を用いた蛍光体含有組成物、および発光装置、並びに前記発光装置を用いた画像表示
装置および照明装置に関する。より詳しくは、蛍光体が凝集することなくその表面がガラ
スによって被覆され、ガスバリヤ性が良好な被覆蛍光体粒子、および被覆蛍光体粒子の製
造方法、並びに前記被覆蛍光体粒子を用いた蛍光体含有組成物、および発光装置、並びに
前記発光装置を用いた画像表示装置および照明装置に関する。
【背景技術】



(3) JP 2009-13186 A 2009.1.22

10

20

30

40

50

【０００２】
　蛍光体は従来からＣＲＴ、蛍光ランプなどに工業的に大量に使用されてきたが、これら
の用途では蛍光体を塗布する際に水性スラリーとして使用する方法が工業的に確立されて
おり、水分で劣化する蛍光体は使用できなかった。
　一方、近年、半導体発光チップから発する光を蛍光体により波長変換し、白色発光装置
を作製する技術が実用化されている。ここで使用される蛍光体は、前記のＣＲＴ、蛍光ラ
ンプとは異なり製造工程上水性スラリーとする必要がない。従って、発光特性に優れてい
れば、水分による劣化が多少認められても、封止剤により蛍光体を封入することにより、
短期的な使用については問題にならない場合がある。
【０００３】
　しかしながら、長期的な使用については実用性に不十分な点が多く、かかる蛍光体の水
分による劣化対策が求められていた。即ち半導体発光装置用の蛍光体の中には高温高湿条
件で徐々に分解したり、高温高湿条件での点灯により劣化するという問題があった。
　かかる技術背景にあって、蛍光体粒子の耐湿性等の向上を目的として、蛍光体粒子を有
機材料、無機材料及びガラス材料等でコーティングする方法（特許文献１～３）、蛍光体
粒子の表面を化学気相反応法によって被覆する方法（特許文献４）、金属化合物の粒子を
付着させる方法（特許文献５）等の方法が開示されている。
【特許文献１】特開２００２－２２３００８号公報
【特許文献２】特開２００４－２５０７０５号公報
【特許文献３】特開２００２－１７３６７５号公報
【特許文献４】特開２００５－８２７８８号公報
【特許文献５】特開２００６－２８４５８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、半導体発光装置に用いて長期的に使用できる実用レベルの被覆蛍光体粒
子を得るにはさらなる検討が必要であった。
　また、特許文献１～３に記載されるようなガラス材料被覆の一般的方法、即ち蛍光体粒
子上に形成されたゲル化層を乾燥・加熱して緻密化させて被覆蛍光体粒子を得る場合は、
蛍光体粒子が凝集して被覆される場合があり、蛍光体粒子の均一性、分散性に問題が生じ
る場合があった。また、特許文献４の化学気相反応法は被覆するガラスが単一組成である
場合には使用可能であるが、複数の成分からなるガラス組成物は各成分の蒸着条件が異な
るため、緻密な被覆層を形成することは困難であった。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者等は上述の課題に鑑み、鋭意研究を重ねた結果、半導体発光装置における前記
被覆蛍光体の耐久性は、被覆蛍光体粒子の耐水性（水溶性）よりも、被覆層のガスバリヤ
性に依存する傾向があることを見出した。従来の被覆層は、ある程度の緻密性を有するた
め、一定の粘度を有する液相の水をブロックすることはでき、耐水性付与という点ではあ
る程度の効果があった。しかしながら、前記被覆層の緻密性は、ガスの進入をブロックす
るレベルに至っているとまではいえず、これが、実際に半導体発光装置に用いて長期的に
使用できるレベルに至らない原因であることを見出した。また、上述の耐水性のみならず
、酸素透過性も蛍光体の劣化に起因することがあるため、かかる点でもガスバリヤ性を有
するほどの緻密性が必要であることを見出した。
【０００６】
　例えば蛍光体粒子上に形成されたゲル化層を乾燥・加熱して緻密化させて被覆蛍光体粒
子を得る方法（前記特許文献１～３）は、乾燥・加熱工程でゲル化層が大きく収縮し、最
終的に蛍光体上に存在する皮膜は非連続部分がいくらか存在するため、ガスバリヤ性が不
十分であることが推測される。また、蛍光体粒子の表面を化学気相反応法によって被覆す
る方法（特許文献４）でも、ガスバリヤ性の高い緻密な被覆層を形成することが困難であ
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り、緻密化しようとして加熱すると縮合・収縮して亀裂が生じることが推測される。また
、金属化合物の粒子を付着させる方法（前記特許文献５）は、粒子が付着されない部分が
存在するため、十分なガスバリヤ性を担保できないことが推測される。
【０００７】
　そこで、発明者らは、蛍光体上に形成されたゲル化層を乾燥・加熱して緻密化するので
はなく、蛍光体の種類に応じて選択される特定のガラス粉を蛍光体表面に付着させ、しか
る後に加熱してガラス粉を溶融させることにより、蛍光体上に連続な皮膜を形成でき、こ
れが上記問題を解決することを見出し本発明を完成した。 また、かかる方法によれば、
蛍光体粒子の凝集をも抑制し、蛍光体の種類によらず良好な連続被膜 を形成しうること
を見出した。　
【０００８】
　すなわち、本発明の要旨は下記〔１〕～〔１１〕に存する。
〔１〕（Ａ）蛍光体粒子を（Ｂ）アルカリ金属、アルカリ土類金属およびＺｎから選択さ
れる１以上を含有するガラス組成物で被覆した被覆蛍光体粒子であって、前記（Ｂ）ガラ
ス組成物の屈伏点が７００℃以下であることを特徴とする被覆蛍光体粒子（以下、「第一
の本発明の被覆蛍光体粒子」と称することがある）。
〔２〕（Ａ）蛍光体粒子を（Ｂ）アルカリ金属、アルカリ土類金属およびＺｎから選択さ
れる１以上を含有するガラス組成物、で被覆した被覆蛍光体粒子であって、前記（Ｂ）ガ
ラス組成物が形成する被覆層の膜厚が、０．１μｍ以上１０μｍ以下であることを特徴と
する被覆蛍光体粒子（以下、「第二の本発明の被覆蛍光体粒子」と称することがある）。
〔３〕前記（Ａ）蛍光体粒子が、窒化物および／または酸化物である前記〔１〕または〔
２〕に記載の被覆蛍光体粒子。
〔４〕前記（Ｂ）ガラス組成物が、下記（Ｉ）および（ＩＩ）の化合物を含有する前記〔
１〕～〔３〕の被覆蛍光体粒子。
（Ｉ）ＳｉＯ２、Ｂ２Ｏ３、Ｐ２Ｏ５、ＧｅＯ２、ＴｅＯ２、Ａｌ２Ｏ３、Ｇａ２Ｏ３、
およびＢｉ２Ｏ３から選択される１以上を含む、Ｚａｃｈａｒｉａｓｅｎによるガラス形
成酸化物
（ＩＩ）アルカリ金属原子、アルカリ土類金属原子、およびＺｎから選択される１以上を
含む網目修飾酸化物
〔５〕前記（Ｂ）ガラス組成物における鉛の含有量が０．１重量％以下である前記〔１〕
～〔４〕に記載の被覆蛍光体粒子。
〔６〕前記（Ｂ）ガラス組成物が形成する被覆層が連続膜である前記〔１〕～〔５〕に記
載の被覆蛍光体粒子。
〔７〕（Ａ）蛍光体粒子、および（Ｂ）アルカリ金属、アルカリ土類金属およびＺｎから
選択される１以上を含有するガラス組成物を混合し、前記（Ｂ）ガラス組成物の屈伏点以
上で加熱することを特徴とする被覆蛍光体粒子の製造方法。
〔８〕前記〔１〕～〔６〕に記載の被覆蛍光体粒子を含むことを特徴とする蛍光体含有組
成物。
〔９〕前記〔１〕～〔６〕に記載の被覆蛍光体粒子を用いて形成された発光装置。
〔１０〕前記〔９〕に記載の発光装置を光源として備えることを特徴とする画像表示装置
。 
〔１１〕前記〔９〕に記載の発光装置を光源として備えることを特徴とする照明装置。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、蛍光体が凝集することなく、ガスバリヤ性が良好で、半導体発光装置
の耐久性を向上させうる被覆蛍光体粒子、および蛍光体含有組成物を提供することが出来
る。また、前記被覆蛍光体粒子を用いることにより、長期的に使用できる耐久性に優れた
発光装置、並びに前記発光装置を用いた画像表示装置及び照明装置を提供することが出来
る。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００１０】
　以下、本発明の各要素について詳細に説明するが、本発明は以下の説明に限定されるも
のではなく、その要旨の範囲内において種々に変更して実施することができる。
［１］（Ａ）蛍光体粒子
　本発明の表面処理方法の対象となる蛍光体粒子（以下、適宜「蛍光体」と称することが
ある。）は、特に限定は無いが、発光特性が優れているが耐湿性が低い蛍光体粒子、酸素
の暴露により劣化しやすい蛍光体粒子、イオンの溶出が起こりやすい蛍光体粒子、電気分
解により劣化しやすい蛍光体粒子、臭気のある蛍光体粒子等は、本発明の表面処理方法に
より、発光装置等に好ましく利用することができるので好適である。即ち、本発明の表面
処理によりガスバリヤ性が担保され、水蒸気、酸素、臭気原因物質がブロックされる。ま
た、蛍光体由来のイオンの溶出によるパッケージ、封止材などの周辺部材の劣化が抑制さ
れる。また、漏れ電流による蛍光体の劣化を抑制することができる。以下、蛍光体の具体
例を例示するが、例示の一般式においては、構造の一部のみが異なる蛍光体を、適宜省略
して示している。例えば、「Ｙ２ＳｉＯ５：Ｃｅ３＋」、「Ｙ２ＳｉＯ５：Ｔｂ３＋」及
び「Ｙ２ＳｉＯ５：Ｃｅ３＋，Ｔｂ３＋」を「Ｙ２ＳｉＯ５：Ｃｅ３＋，Ｔｂ３＋」と、
「Ｌａ２Ｏ２Ｓ：Ｅｕ」、「Ｙ２Ｏ２Ｓ：Ｅｕ」及び「(Ｌａ，Ｙ)２Ｏ２Ｓ：Ｅｕ」を「
(Ｌａ，Ｙ)２Ｏ２Ｓ：Ｅｕ」とまとめて示している。省略箇所はカンマ(，)で区切って示
す。
【００１１】
［１－１］好ましい蛍光体粒子 
　本発明の被覆処理方法の対象として好ましい蛍光体としては、無機蛍光体と有機蛍光体
が挙げられる。 
　無機蛍光体としては、例えば母体結晶としてＭ３ＳｉＯ５、ＭＳ、ＭＧａ２Ｓ４、ＭＡ
ｌＳｉＮ３、Ｍ２Ｓｉ５Ｎ８、ＭＳｉ２Ｎ２Ｏ２からなる群（ただし、Ｍは、Ｃａ，Ｓｒ
，Ｂａからなる群から選ばれる１種、または２種以上を表す）の少なくとも一つを含有し
、かつ付活剤としてＣｒ，Ｍｎ，Ｆｅ，Ｂｉ，Ｃｅ，Ｐｒ，Ｎｄ，Ｓｍ，Ｅｕ，Ｔｂ，Ｄ
ｙ，Ｈｏ，Ｅｒ，Ｔｍ，Ｙｂの少なくとも一つを含有する蛍光体が挙げられる。
【００１２】
　上記蛍光体の具体例としては、たとえば、Ｂａ３ＳｉＯ５：Ｅｕ、（Ｓｒ１-ａＢａａ

）３ＳｉＯ５：Ｅｕ、Ｓｒ３ＳｉＯ５：Ｅｕ、ＣａＳ：Ｅｕ、ＳｒＳ：Ｅｕ、ＢａＳ：Ｅ
ｕ、ＣａＳ：Ｃｅ、ＳｒＳ：Ｃｅ、ＢａＳ：Ｃｅ、ＣａＧａ２Ｓ４：Ｅｕ、ＳｒＧａ２Ｓ

４：Ｅｕ、ＢａＧａ２Ｓ４：Ｅｕ、ＣａＧａ２Ｓ４：Ｃｅ、ＳｒＧａ２Ｓ４：Ｃｅ、Ｂａ
Ｇａ２Ｓ４：Ｃｅ、ＣａＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ、ＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ、(Ｃａ１-ａＳｒ

ａ)ＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ、ＣａＡｌＳｉＮ３：Ｃｅ、ＳｒＡｌＳｉＮ３：Ｃｅ、(Ｃａ１-

ａＳｒａ)ＡｌＳｉＮ３：Ｃｅ、Ｃａ２Ｓｉ５Ｎ８：Ｅｕ、Ｓｒ２Ｓｉ５Ｎ８：Ｅｕ、Ｂ
ａ２Ｓｉ５Ｎ８：Ｅｕ、(Ｃａ１-ａＳｒａ)２Ｓｉ５Ｎ８：Ｅｕ、Ｃａ２Ｓｉ５Ｎ８：Ｃ
ｅ、Ｓｒ２Ｓｉ５Ｎ８：Ｃｅ、Ｂａ２Ｓｉ５Ｎ８：Ｃｅ、(Ｃａ１-ａＳｒａ)２Ｓｉ５Ｎ

８：Ｃｅ、ＣａＳｉ２Ｎ２Ｏ２：Ｅｕ、ＳｒＳｉ２Ｎ２Ｏ２：Ｅｕ、ＢａＳｉ２Ｎ２Ｏ２

：Ｅｕ、ＣａＳｉ２Ｎ２Ｏ２：Ｃｅ、ＳｒＳｉ２Ｎ２Ｏ２：Ｃｅ、ＢａＳｉ２Ｎ２Ｏ２：
Ｃｅ、（Ｂａ，Ｓｒ，Ｃａ）２ＳｉＯ４：Ｅｕ、Ｂａ３Ｓｉ６Ｏ９Ｎ４：Ｅｕ、(以上に
関し、ａは０≦ａ≦１を満たす。)が挙げられる。 
　中でも、ＣａＳ、ＣａＧａ２Ｓ４：Ｅｕ、ＳｒＧａ２Ｓ４：Ｅｕ、（Ｓｒ０．８Ｃａ０

．２）ＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ、（Ｂａ，Ｓｒ，Ｃａ）２ＳｉＯ４：Ｅｕ、Ｂａ３Ｓｉ６Ｏ９

Ｎ４：Ｅｕ、（Ｓｒ，Ｃａ）ＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ、を好ましいものとして挙げることが出
来る。 
【００１３】
　［１－２］その他の蛍光体粒子 
　また、上記蛍光体以外にも、耐久性向上、分散性向上等、目的に応じてその他の蛍光体
を用いることもできる。 
　かかる蛍光体の組成には特に制限はないが、結晶母体であるＹ２Ｏ３、Ｚｎ２ＳｉＯ４



(6) JP 2009-13186 A 2009.1.22

10

20

30

40

50

等に代表される金属酸化物、Ｓｒ２Ｓｉ５Ｎ８等に代表される金属窒化物、Ｃａ５(ＰＯ

４)３Ｃｌ等に代表されるリン酸塩及びＺｎＳ、ＳｒＳ、ＣａＳ等に代表される硫化物に
、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｎｄ、Ｐｍ、Ｓｍ、Ｅｕ、Ｔｂ、Ｄｙ、Ｈｏ、Ｅｒ、Ｔｍ、Ｙｂ等の希土
類金属のイオンやＡｇ、Ｃｕ、Ａｕ、Ａｌ、Ｍｎ、Ｓｂ等の金属のイオンを付活元素又は
共付活元素として組み合わせたものが好ましい。 
【００１４】
　結晶母体の好ましい例としては、例えば、(Ｚｎ，Ｃｄ)Ｓ、ＳｒＧａ２Ｓ４、ＳｒＳ、
ＺｎＳ等の硫化物、Ｙ２Ｏ２Ｓ等の酸硫化物、(Ｙ，Ｇｄ)３Ａｌ５Ｏ１２、ＹＡｌＯ３、
ＢａＭｇＡｌ１０Ｏ１７、(Ｂａ，Ｓｒ)(Ｍｇ，Ｍｎ)Ａｌ１０Ｏ１７、(Ｂａ，Ｓｒ，Ｃ
ａ)(Ｍｇ，Ｚｎ，Ｍｎ)Ａｌ１０Ｏ１７、ＢａＡｌ１２Ｏ１９、ＣｅＭｇＡｌ１１Ｏ１９

、(Ｂａ，Ｓｒ，Ｍｇ)Ｏ・Ａｌ２Ｏ３、ＢａＡｌ２Ｓｉ２Ｏ８、ＳｒＡｌ２Ｏ４、Ｓｒ４

Ａｌ１４Ｏ２５、Ｙ３Ａｌ５Ｏ１２等のアルミン酸塩、Ｙ２ＳｉＯ５、Ｚｎ２ＳｉＯ４等
の珪酸塩、ＳｎＯ２、Ｙ２Ｏ３等の酸化物、ＧｄＭｇＢ５Ｏ１０、(Ｙ，Ｇｄ)ＢＯ３等の
硼酸塩、Ｃａ１０(ＰＯ４)６(Ｆ，Ｃｌ)２、(Ｓｒ，Ｃａ，Ｂａ，Ｍｇ)１０(ＰＯ４)６Ｃ
ｌ２等のハロリン酸塩、Ｓｒ２Ｐ２Ｏ７、(Ｌａ，Ｃｅ)ＰＯ４等のリン酸塩等を挙げるこ
とができる。 
【００１５】
　ただし、上記の結晶母体及び付活元素又は共付活元素は、元素組成には特に制限はなく
、同族の元素と一部置き換えることもでき、得られた蛍光体は近紫外から可視領域の光を
吸収して可視光を発するものであれば用いることが可能である。 
　具体的には、蛍光体として以下に挙げるものを用いることが可能であるが、これらはあ
くまでも例示であり、本発明で使用できる蛍光体はこれらに限られるものではない。
【００１６】
　［１－２－１］橙色ないし赤色蛍光体 
　橙色ないし赤色の蛍光を発する蛍光体(以下適宜、「橙色ないし赤色蛍光体」とい う。
）としては、以下のものが挙げられる。橙色ないし赤色蛍光体の発光ピーク波長は、通常
５８０ｎｍ以上、好ましくは５８５ｎｍ以上、また通常７８０ｎｍ以下、好ましくは７０
０ｎｍ以下の波長範囲にあることが好適である。このような橙色ないし赤色蛍光体として
は、例えば、赤色破断面を有する破断粒子から構成され、赤色領域の発光を行なう（Ｍｇ
，Ｃａ，Ｓｒ，Ｂａ）２Ｓｉ５Ｎ８：Ｅｕで表わされるユウロピウム付活アルカリ土類シ
リコンナイトライド系蛍光体、規則的な結晶成長形状としてほぼ球形状を有する成長粒子
から構成され、赤色領域の発光を行なう（Ｙ，Ｌａ，Ｇｄ，Ｌｕ）２Ｏ２Ｓ：Ｅｕで表わ
されるユウロピウム付活希土類オキシカルコゲナイド系蛍光体等が挙げられる。　更に、
特開２００４－３００２４７号公報に記載された、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｈｆ、Ｎｂ、Ｔａ、Ｗ、
及びＭｏよりなる群から選ばれる少なくも１種の元素を含有する酸窒化物及び／又は酸硫
化物を含有する蛍光体であって、Ａｌ元素の一部又は全てがＧａ元素で置換されたアルフ
ァサイアロン構造をもつ酸窒化物を含有する蛍光体も、本実施形態において用いることが
できる。なお、これらは酸窒化物及び／又は酸硫化物を含有する蛍光体である。 
【００１７】
　また、その他、赤色蛍光体としては、（Ｌａ，Ｙ）２Ｏ２Ｓ：Ｅｕ等のＥｕ付活酸硫化
物蛍光体、Ｙ（Ｖ，Ｐ）Ｏ４：Ｅｕ、Ｙ２Ｏ３：Ｅｕ等のＥｕ付活酸化物蛍光体、（Ｂａ
，Ｓｒ，Ｃａ，Ｍｇ）２ＳｉＯ４：Ｅｕ，Ｍｎ、（Ｂａ，Ｍｇ）２ＳｉＯ４：Ｅｕ，Ｍｎ
等のＥｕ，Ｍｎ付活珪酸塩蛍光体、ＬｉＷ２Ｏ８：Ｅｕ、ＬｉＷ２Ｏ８：Ｅｕ，Ｓｍ、Ｅ
ｕ２Ｗ２Ｏ９、Ｅｕ２Ｗ２Ｏ９：Ｎｂ、Ｅｕ２Ｗ２Ｏ９：Ｓｍ等のＥｕ付活タングステン
酸塩蛍光体、（Ｃａ，Ｓｒ）Ｓ：Ｅｕ等のＥｕ付活硫化物蛍光体、ＹＡｌＯ３：Ｅｕ等の
Ｅｕ付活アルミン酸塩蛍光体、ＬｉＹ９（ＳｉＯ４）６Ｏ２：Ｅｕ、Ｃａ２Ｙ８（ＳｉＯ

４）６Ｏ２：Ｅｕ、（Ｓｒ，Ｂａ，Ｃａ）３ＳｉＯ５：Ｅｕ、Ｓｒ２ＢａＳｉＯ５：Ｅｕ
等のＥｕ付活珪酸塩蛍光体、（Ｙ，Ｇｄ）３Ａｌ５Ｏ１２：Ｃｅ、（Ｔｂ，Ｇｄ）３Ａｌ

５Ｏ１２：Ｃｅ等のＣｅ付活アルミン酸塩蛍光体、（Ｍｇ，Ｃａ，Ｓｒ，Ｂａ）２Ｓｉ５

Ｎ８：Ｅｕ、（Ｍｇ，Ｃａ，Ｓｒ，Ｂａ）ＳｉＮ２：Ｅｕ、（Ｍｇ，Ｃａ，Ｓｒ，Ｂａ）
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ＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ等のＥｕ付活窒化物蛍光体、（Ｍｇ，Ｃａ，Ｓｒ，Ｂａ）ＡｌＳｉＮ

３：Ｃｅ等のＣｅ付活窒化物蛍光体、（Ｓｒ，Ｃａ，Ｂａ，Ｍｇ）１０（ＰＯ４）６Ｃｌ

２：Ｅｕ，Ｍｎ等のＥｕ，Ｍｎ付活ハロリン酸塩蛍光体、Ｂａ３ＭｇＳｉ２Ｏ８：Ｅｕ，
Ｍｎ、（Ｂａ，Ｓｒ，Ｃａ，Ｍｇ）３（Ｚｎ，Ｍｇ）Ｓｉ２Ｏ８：Ｅｕ，Ｍｎ等のＥｕ，
Ｍｎ付活珪酸塩蛍光体、３．５ＭｇＯ・０．５ＭｇＦ２・ＧｅＯ２：Ｍｎ等のＭｎ付活ゲ
ルマン酸塩蛍光体、Ｅｕ付活αサイアロン等のＥｕ付活酸窒化物蛍光体、（Ｇｄ，Ｙ，Ｌ
ｕ，Ｌａ）２Ｏ３：Ｅｕ，Ｂｉ等のＥｕ，Ｂｉ付活酸化物蛍光体、（Ｇｄ，Ｙ，Ｌｕ，Ｌ
ａ）２Ｏ２Ｓ：Ｅｕ，Ｂｉ等のＥｕ，Ｂｉ付活酸硫化物蛍光体、（Ｇｄ，Ｙ，Ｌｕ，Ｌａ
）ＶＯ４：Ｅｕ，Ｂｉ等のＥｕ，Ｂｉ付活バナジン酸塩蛍光体、ＳｒＹ２Ｓ４：Ｅｕ，Ｃ
ｅ等のＥｕ，Ｃｅ付活硫化物蛍光体、ＣａＬａ２Ｓ４：Ｃｅ等のＣｅ付活硫化物蛍光体、
（Ｂａ，Ｓｒ，Ｃａ）ＭｇＰ２Ｏ７：Ｅｕ，Ｍｎ、（Ｓｒ，Ｃａ，Ｂａ，Ｍｇ，Ｚｎ）２

Ｐ２Ｏ７：Ｅｕ，Ｍｎ等のＥｕ，Ｍｎ付活リン酸塩蛍光体、（Ｙ，Ｌｕ）２ＷＯ６：Ｅｕ
，Ｍｏ等のＥｕ，Ｍｏ付活タングステン酸塩蛍光体、（Ｂａ，Ｓｒ，Ｃａ）ｘＳｉｙＮｚ
：Ｅｕ，Ｃｅ（但し、ｘ、ｙ、ｚは、１以上の整数を表わす。）等のＥｕ，Ｃｅ付活窒化
物蛍光体、（Ｃａ，Ｓｒ，Ｂａ，Ｍｇ）１０（ＰＯ４）６（Ｆ，Ｃｌ，Ｂｒ，ＯＨ）２：
Ｅｕ，Ｍｎ等のＥｕ，Ｍｎ付活ハロリン酸塩蛍光体、（（Ｙ，Ｌｕ，Ｇｄ，Ｔｂ）１－ｘ

－ｙＳｃｘＣｅｙ）２（Ｃａ，Ｍｇ）１－ｒ（Ｍｇ，Ｚｎ）２＋ｒＳｉｚ－ｑＧｅｑＯ１

２＋δ等のＣｅ付活珪酸塩蛍光体等を用いることも可能である。 
【００１８】
　赤色蛍光体としては、β－ジケトネート、β－ジケトン、芳香族カルボン酸、又は、ブ
レンステッド酸等のアニオンを配位子とする希土類元素イオン錯体からなる赤色有機蛍光
体、ペリレン系顔料（例えば、ジベンゾ｛［ｆ，ｆ’］－４，４’，７，７’－テトラフ
ェニル｝ジインデノ［１，２，３－ｃｄ：１’，２’，３’－ｌｍ］ペリレン）、アント
ラキノン系顔料、レーキ系顔料、アゾ系顔料、キナクリドン系顔料、アントラセン系顔料
、イソインドリン系顔料、イソインドリノン系顔料、フタロシアニン系顔料、トリフェニ
ルメタン系塩基性染料、インダンスロン系顔料、インドフェノール系顔料、シアニン系顔
料、ジオキサジン系顔料を用いることも可能である。 
【００１９】
　また、赤色蛍光体のうち、ピーク波長が５８０ｎｍ以上、好ましくは５９０ｎｍ以上、
また、６２０ｎｍ以下、好ましくは６１０ｎｍ以下の範囲内にあるものは、橙色蛍光体と
して好適に用いることができる。このような橙色蛍光体の例としては、（Ｓｒ，Ｂａ，Ｃ
ａ）３ＳｉＯ５：Ｅｕ、Ｓｒ２ＢａＳｉＯ５：Ｅｕ等のＥｕ付活珪酸塩蛍光体、（Ｓｒ，
Ｍｇ）３（ＰＯ４）２：Ｓｎ２＋等のＳｎ付活リン酸塩蛍光体等が挙げられる。 
【００２０】
　以上例示した赤色蛍光体は、何れか一種を単独で使用してもよく、二種以上を任意の組
み合わせ及び比率で併用してもよい。
　以上の例示の中でも、赤色蛍光体としては、（Ｃａ，Ｓｒ，Ｂａ）ＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ
、（Ｃａ，Ｓｒ，Ｂａ）ＡｌＳｉＮ３：Ｃｅ、（Ｌａ，Ｙ）２Ｏ２Ｓ：Ｅｕが好ましく、
（Ｓｒ，Ｃａ）ＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ、（Ｌａ，Ｙ）２Ｏ２Ｓ：Ｅｕが特に好ましい。 
　また、以上例示の中でも、橙色蛍光体としては（Ｓｒ，Ｂａ）３ＳｉＯ５：Ｅｕが好ま
しい。 
【００２１】
　［１－２－２］緑色蛍光体 
　緑色の蛍光を発する蛍光体(以下適宜、「緑色蛍光体」という。）としては、以下のも
のが挙げられる。緑色蛍光体の発光ピーク波長は、通常４９０ｎｍ以上、好ましくは５１
０ｎｍ以上、より好ましくは５１５ｎｍ以上、また、通常５６０ｎｍ以下、好ましく 
は５４０ｎｍ以下、より好ましくは５３５ｎｍ以下の波長範囲にあることが好適である。
【００２２】
　このような緑色蛍光体として、例えば、破断面を有する破断粒子から構成され、緑色領
域の発光を行なう（Ｍｇ，Ｃａ，Ｓｒ，Ｂａ）Ｓｉ２Ｏ２Ｎ２：Ｅｕで表わされるユウロ
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ピウム付活アルカリ土類シリコンオキシナイトライド系蛍光体、破断面を有する破断粒子
から構成され、緑色領域の発光を行なう（Ｂａ，Ｃａ，Ｓｒ，Ｍｇ）２ＳｉＯ４：Ｅｕで
表わされるユウロピウム付活アルカリ土類シリケート系蛍光体等が挙げられる。 
【００２３】
　また、その他、緑色蛍光体としては、Ｓｒ４Ａｌ１４Ｏ２５：Ｅｕ、（Ｂａ，Ｓｒ，Ｃ
ａ）Ａｌ２Ｏ４：Ｅｕ等のＥｕ付活アルミン酸塩蛍光体、（Ｓｒ，Ｂａ）Ａｌ２Ｓｉ２Ｏ

８：Ｅｕ、（Ｂａ，Ｍｇ）２ＳｉＯ４：Ｅｕ、（Ｂａ，Ｓｒ，Ｃａ，Ｍｇ）２ＳｉＯ４：
Ｅｕ、（Ｂａ，Ｓｒ，Ｃａ）２（Ｍｇ，Ｚｎ）Ｓｉ２Ｏ７：Ｅｕ、（Ｂａ，Ｃａ，Ｓｒ，
Ｍｇ）９（Ｓｃ，Ｙ，Ｌｕ，Ｇｄ）２（Ｓｉ，Ｇｅ）６Ｏ２４：Ｅｕ等のＥｕ付活珪酸塩
蛍光体、Ｙ２ＳｉＯ５：Ｃｅ，Ｔｂ等のＣｅ，Ｔｂ付活珪酸塩蛍光体、Ｓｒ２Ｐ２Ｏ７－
Ｓｒ２Ｂ２Ｏ５：Ｅｕ等のＥｕ付活硼酸リン酸塩蛍光体、Ｓｒ２Ｓｉ３Ｏ８－２ＳｒＣｌ

２：Ｅｕ等のＥｕ付活ハロ珪酸塩蛍光体、Ｚｎ２ＳｉＯ４：Ｍｎ等のＭｎ付活珪酸塩蛍光
体、ＣｅＭｇＡｌ１１Ｏ１９：Ｔｂ、Ｙ３Ａｌ５Ｏ１２：Ｔｂ等のＴｂ付活アルミン酸塩
蛍光体、Ｃａ２Ｙ８（ＳｉＯ４）６Ｏ２：Ｔｂ、Ｌａ３Ｇａ５ＳｉＯ１４：Ｔｂ等のＴｂ
付活珪酸塩蛍光体、（Ｓｒ，Ｂａ，Ｃａ）Ｇａ２Ｓ４：Ｅｕ，Ｔｂ，Ｓｍ等のＥｕ，Ｔｂ
，Ｓｍ付活チオガレート蛍光体、Ｙ３（Ａｌ，Ｇａ）５Ｏ１２：Ｃｅ、（Ｙ，Ｇａ，Ｔｂ
，Ｌａ，Ｓｍ，Ｐｒ，Ｌｕ）３（Ａｌ，Ｇａ）５Ｏ１２：Ｃｅ等のＣｅ付活アルミン酸塩
蛍光体、Ｃａ３Ｓｃ２Ｓｉ３Ｏ１２：Ｃｅ、Ｃａ３（Ｓｃ，Ｍｇ，Ｎａ，Ｌｉ）２Ｓｉ３

Ｏ１２：Ｃｅ等のＣｅ付活珪酸塩蛍光体、ＣａＳｃ２Ｏ４：Ｃｅ等のＣｅ付活酸化物蛍光
体、ＳｒＳｉ２Ｏ２Ｎ２：Ｅｕ、（Ｍｇ，Ｓｒ，Ｂａ，Ｃａ）Ｓｉ２Ｏ２Ｎ２：Ｅｕ、Ｅ
ｕ付活βサイアロン等のＥｕ付活酸窒化物蛍光体、ＢａＭｇＡｌ１０Ｏ１７：Ｅｕ，Ｍｎ
等のＥｕ，Ｍｎ付活アルミン酸塩蛍光体、ＳｒＡｌ２Ｏ４：Ｅｕ等のＥｕ付活アルミン酸
塩蛍光体、（Ｌａ，Ｇｄ，Ｙ）２Ｏ２Ｓ：Ｔｂ等のＴｂ付活酸硫化物蛍光体、ＬａＰＯ４

：Ｃｅ，Ｔｂ等のＣｅ，Ｔｂ付活リン酸塩蛍光体、ＺｎＳ：Ｃｕ，Ａｌ、ＺｎＳ：Ｃｕ，
Ａｕ，Ａｌ等の硫化物蛍光体、（Ｙ，Ｇａ，Ｌｕ，Ｓｃ，Ｌａ）ＢＯ３：Ｃｅ，Ｔｂ、Ｎ
ａ２Ｇｄ２Ｂ２Ｏ７：Ｃｅ，Ｔｂ、（Ｂａ，Ｓｒ）２（Ｃａ，Ｍｇ，Ｚｎ）Ｂ２Ｏ６：Ｋ
，Ｃｅ，Ｔｂ等のＣｅ，Ｔｂ付活硼酸塩蛍光体、Ｃａ８Ｍｇ（ＳｉＯ４）４Ｃｌ２：Ｅｕ
，Ｍｎ等のＥｕ，Ｍｎ付活ハロ珪酸塩蛍光体、（Ｓｒ，Ｃａ，Ｂａ）（Ａｌ，Ｇａ，Ｉｎ
）２Ｓ４：Ｅｕ等のＥｕ付活チオアルミネート蛍光体やチオガレート蛍光体、（Ｃａ，Ｓ
ｒ）８（Ｍｇ，Ｚｎ）（ＳｉＯ４）４Ｃｌ２：Ｅｕ，Ｍｎ等のＥｕ，Ｍｎ付活ハロ珪酸塩
蛍光体、ＭＳｉ２Ｏ２Ｎ２：Ｅｕ、Ｍ３Ｓｉ６Ｏ９Ｎ４：Ｅｕ、Ｍ２Ｓｉ７Ｏ１０Ｎ４：
Ｅｕ（但し、Ｍはアルカリ土類金属元素を表わす。）等のＥｕ付活酸窒化物蛍光体等を用
いることも可能である。 
　また、緑色蛍光体としては、ピリジン－フタルイミド縮合誘導体、ベンゾオキサジノン
系、キナゾリノン系、クマリン系、キノフタロン系、ナルタル酸イミド系等の蛍光色素、
テルビウム錯体等の有機蛍光体を用いることも可能である。 
【００２４】
　［１－２－３］青色蛍光体 
　青色の蛍光を発する蛍光体(以下適宜、「青色蛍光体」という。）としては以下の 
ものが挙げられる。青色蛍光体の発光ピーク波長は、通常４２０ｎｍ以上、好ましくは４
３０ｎｍ以上、より好ましくは４４０ｎｍ以上、また、通常４９０ｎｍ以下、好ましくは
４７０ｎｍ以下、より好ましくは４６０ｎｍ以下の波長範囲にあることが好適である。 
【００２５】
　このような青色蛍光体としては、規則的な結晶成長形状としてほぼ六角形状を有する成
長粒子から構成され、青色領域の発光を行なうＢａＭｇＡｌ１０Ｏ１７：Ｅｕで表わされ
るユウロピウム付活バリウムマグネシウムアルミネート系蛍光体、規則的な結晶成長形状
としてほぼ球形状を有する成長粒子から構成され、青色領域の発光を行なう（Ｃａ，Ｓｒ
，Ｂａ）５（ＰＯ４）３Ｃｌ：Ｅｕで表わされるユウロピウム付活ハロリン酸カルシウム
系蛍光体、規則的な結晶成長形状としてほぼ立方体形状を有する成長粒子から構成され、
青色領域の発光を行なう（Ｃａ，Ｓｒ，Ｂａ）２Ｂ５Ｏ９Ｃｌ：Ｅｕで表わされるユウロ
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ピウム付活アルカリ土類クロロボレート系蛍光体、破断面を有する破断粒子から構成され
、青緑色領域の発光を行なう（Ｓｒ，Ｃａ，Ｂａ）Ａｌ２Ｏ４：Ｅｕ又は（Ｓｒ，Ｃａ，
Ｂａ）４Ａｌ１４Ｏ２５：Ｅｕで表わされるユウロピウム付活アルカリ土類アルミネート
系蛍光体等が挙げられる。 
【００２６】
　また、その他、青色蛍光体としては、Ｓｒ２Ｐ２Ｏ７：Ｓｎ等のＳｎ付活リン酸塩蛍光
体、（Ｓｒ，Ｃａ，Ｂａ）Ａｌ２Ｏ４：Ｅｕ又は（Ｓｒ，Ｃａ，Ｂａ）４Ａｌ１４Ｏ２５

：Ｅｕ、ＢａＭｇＡｌ１０Ｏ１７：Ｅｕ、ＢａＡｌ８Ｏ１３：Ｅｕ等のＥｕ付活アルミン
酸塩蛍光体、ＳｒＧａ２Ｓ４：Ｃｅ、ＣａＧａ２Ｓ４：Ｃｅ等のＣｅ付活チオガレート蛍
光体、（Ｂａ，Ｓｒ，Ｃａ）ＭｇＡｌ１０Ｏ１７：Ｅｕ、ＢａＭｇＡｌ１０Ｏ１７：Ｅｕ
，Ｔｂ，Ｓｍ等のＥｕ付活アルミン酸塩蛍光体、（Ｂａ，Ｓｒ，Ｃａ）ＭｇＡｌ１０Ｏ１

７：Ｅｕ，Ｍｎ等のＥｕ，Ｍｎ付活アルミン酸塩蛍光体、（Ｓｒ，Ｃａ，Ｂａ，Ｍｇ）１

０（ＰＯ４）６Ｃｌ２：Ｅｕ、（Ｂａ，Ｓｒ，Ｃａ）５（ＰＯ４）３（Ｃｌ，Ｆ，Ｂｒ，
ＯＨ）：Ｅｕ，Ｍｎ，Ｓｂ等のＥｕ付活ハロリン酸塩蛍光体、ＢａＡｌ２Ｓｉ２Ｏ８：Ｅ
ｕ、（Ｓｒ，Ｂａ）３ＭｇＳｉ２Ｏ８：Ｅｕ等のＥｕ付活珪酸塩蛍光体、Ｓｒ２Ｐ２Ｏ７

：Ｅｕ等のＥｕ付活リン酸塩蛍光体、ＺｎＳ：Ａｇ、ＺｎＳ：Ａｇ，Ａｌ等の硫化物蛍光
体、Ｙ２ＳｉＯ５：Ｃｅ等のＣｅ付活珪酸塩蛍光体、ＣａＷＯ４等のタングステン酸塩蛍
光体、（Ｂａ，Ｓｒ，Ｃａ）ＢＰＯ５：Ｅｕ，Ｍｎ、（Ｓｒ，Ｃａ）１０（ＰＯ４）６・
ｎＢ２Ｏ３：Ｅｕ、２ＳｒＯ・０．８４Ｐ２Ｏ５・０．１６Ｂ２Ｏ３：Ｅｕ等のＥｕ，Ｍ
ｎ付活硼酸リン酸塩蛍光体、Ｓｒ２Ｓｉ３Ｏ８・２ＳｒＣｌ２：Ｅｕ等のＥｕ付活ハロ珪
酸塩蛍光体等を用いることも可能である。 
【００２７】
　また、青色蛍光体としては、例えば、ナフタル酸イミド系、ベンゾオキサゾール系、ス
チリル系、クマリン系、ピラゾリン系、トリアゾール系化合物の蛍光色素、ツリウム錯体
等の有機蛍光体等を用いることも可能である。　以上の例示の中でも、青色蛍光体として
は、ＢａＭｇＡｌ１０Ｏ１７：Ｅｕ、（Ｂａ，Ｃａ，Ｍｇ）２ＳｉＯ４：Ｅｕ、（Ｓｒ，
Ｃａ，Ｂａ，Ｍｇ）１０（ＰＯ４）６Ｃｌ２：Ｅｕが好ましく、ＢａＭｇＡｌ１０Ｏ１７

：Ｅｕが特に好ましい。 
【００２８】
　［１－２－４］黄色蛍光体 
　黄色の蛍光を発する蛍光体(以下適宜、「黄色蛍光体」という。）としては、以下のも
のが挙げられる。黄色蛍光体の発光ピーク波長は、通常５３０ｎｍ以上、好ましくは５４
０ｎｍ以上、より好ましくは５５０ｎｍ以上、また、通常６２０ｎｍ以下、好ましくは６
００ｎｍ以下、より好ましくは５８０ｎｍ以下の波長範囲にあることが好適である。 
【００２９】
　このような黄色蛍光体としては、各種の酸化物系、窒化物系、酸窒化物系、硫化物系、
酸硫化物系等の蛍光体が挙げられる。 
　特に、ＲＥ３Ｍ５Ｏ１２：Ｃｅ（ここで、ＲＥは、Ｙ、Ｔｂ、Ｇｄ、Ｌｕ、及びＳｍか
らなる群から選ばれる少なくとも１種類の元素を表わし、Ｍは、Ａｌ、Ｇａ、及びＳｃか
らなる群から選ばれる少なくとも１種類の元素を表わす。）やＭａ

３Ｍｂ
２Ｍｃ

３Ｏ１２

：Ｃｅ（ここで、Ｍａは２価の金属元素、Ｍｂは３価の金属元素、Ｍｃは４価の金属元素
を表わす。）等で表わされるガーネット構造を有するガーネット系蛍光体、ＡＥ２ＭｄＯ

４：Ｅｕ（ここで、ＡＥは、Ｂａ、Ｓｒ、Ｃａ、Ｍｇ、及びＺｎからなる群から選ばれる
少なくとも１種類の元素を表わし、Ｍｄは、Ｓｉ、及び／又はＧｅを表わす。）等で表わ
されるオルソシリケート系蛍光体、これらの系の蛍光体の構成元素の酸素の一部を窒素で
置換した酸窒化物系蛍光体、ＡＥＡｌＳｉＮ３：Ｃｅ（ここで、ＡＥは、Ｂａ、Ｓｒ、Ｃ
ａ、Ｍｇ及びＺｎからなる群から選ばれる少なくとも１種類の元素を表わす。）等のＣａ
ＡｌＳｉＮ３構造を有する窒化物系蛍光体等のＣｅで付活した蛍光体が挙げられる。 
【００３０】
　また、その他、黄色蛍光体としては、ＣａＧａ２Ｓ４：Ｅｕ、（Ｃａ，Ｓｒ）Ｇａ２Ｓ
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４：Ｅｕ、（Ｃａ，Ｓｒ）（Ｇａ，Ａｌ）２Ｓ４：Ｅｕ等の硫化物系蛍光体、Ｃａｘ（Ｓ
ｉ，Ａｌ）１２（Ｏ，Ｎ）１６：Ｅｕ等のＳｉＡｌＯＮ構造を有する酸窒化物系蛍光体等
のＥｕで付活した蛍光体を用いることも可能である。　また、黄色蛍光体としては、例え
ば、brilliant sulfoflavine FF （Colour Index Number 56205）、basic yellow HG （C
olour Index Number 46040）、eosine （Colour Index Number 45380）、rhodamine 6G（
Colour Index Number 45160）等の蛍光染料等を用いることも可能である。 
【００３１】
［１－４］蛍光体粒子の物性 
　本発明の蛍光体に使用する蛍光体の粒径には特に制限はないが、中央粒径（Ｄ５０）で
通常０．１μｍ以上、好ましくは２μｍ以上、さらに好ましくは１０μｍ以上である。ま
た、通常１００μｍ以下、好ましくは５０μｍ以下、さらに好ましくは２５μｍ以下であ
る。Ｄ５０が小さすぎると、輝度が低下し、蛍光体粒子が凝集してしまう虞がある。一方
、Ｄ５０が大きすぎると、塗布ムラやディスペンサー等の閉塞が生じる虞がある。 
【００３２】
　蛍光体粒子の粒度分布（ＱＤ）は、蛍光体含有組成物中での粒子の分散状態をそろえる
ために小さい方が好ましいが、小さくするためには分級収率が下がってコストアップにつ
ながるので、通常０．０３以上、好ましくは０．０５以上、更に好ましくは０．０７以上
である。また、通常０．４以下、好ましくは０．３以下、更に好ましくは０．２以下であ
る。また、蛍光体粒子の形状は、特に限定されない。 
【００３３】
　なお、本発明において、中央粒径（Ｄ５０）、粒度分布（ＱＤ）は、重量基準粒度分布
曲線から得ることが出来る。前記重量基準粒度分布曲線は、レーザ回折・散乱法により粒
度分布を測定し得られるもので、具体的には、例えば以下のように測定することが出来る
。 
　気温２５℃、湿度７０％の環境下において、エチレングリコールなどの溶媒に蛍光体を
分散させる。 
【００３４】
　レーザ回折式粒度分布測定装置（堀場製作所　ＬＡ－３００）により、粒径範囲０．１
μｍ～６００μｍにて測定する。 
　この重量基準粒度分布曲線において積算値が５０％のときの粒径値を中央粒径Ｄ５０と
表記する。また、積算値が２５％及び７５％の時の粒径値をそれぞれＤ２５、Ｄ７５と表
記し、ＱＤ＝（Ｄ７５－Ｄ２５）／（Ｄ７５＋Ｄ２５）と定義する。ＱＤが小さいことは
粒度分布が狭いことを意味する。 
【００３５】
［１－５］蛍光体の表面処理　
　本発明に使用する蛍光体粒子は、更に、耐水性を高める目的で、表面処理が行われてい
てもよい。
　かかる表面処理の例としては、例えば特表２００６－５２３２４５号公報に記載される
ような、蛍光体粒子を熱処理などを行うことにより、蛍光体粒子の元来の成分を化学的に
変性させることによって被覆物を形成させる等の公知の表面処理が挙げられる。
　また、金属リン酸塩を被覆する表面処理も有効である。具体的には、例えば以下の（ｉ
）～（iii）の手順で進められる表面処理方法が挙げられる。（ｉ）所定量のリン酸カリ
ウム、リン酸ナトリウムなどの水溶性のリン酸塩と塩化カルシウム、硫酸ストロンチウム
、塩化マンガン、硝酸亜鉛等のアルカリ土類金属、Ｚｎ及びＭｎの中の少なくとも１種の
水溶性の金属塩化合物とを蛍光体懸濁液中に添加し、攪拌する。（ｉｉ）アルカリ土類金
属、Ｚｎ及びＭｎの中の少なくとも１種の金属のリン酸塩を懸濁液中で生成させると共に
、生成したこれらの金属リン酸塩を蛍光体表面に沈積させる。（ｉｉｉ）水分を除去する
。　
【００３６】
［２］（Ｂ）ガラス組成物
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［２－１］好ましいガラス組成物
　本発明に用いられるガラス組成物は、アルカリ金属、アルカリ土類金属およびＺｎから
選択される１以上を含有する。好ましくは下記（Ｉ）および（ＩＩ）の化合物を含有する
。
（Ｉ）ＳｉＯ２、Ｂ２Ｏ３、Ｐ２Ｏ５、ＧｅＯ２、ＴｅＯ２、Ａｌ２Ｏ３、Ｇａ２Ｏ３、
およびＢｉ２Ｏ３から選択される１以上を含む、Ｚａｃｈａｒｉａｓｅｎによるガラス形
成酸化物
（ＩＩ）アルカリ金属原子、アルカリ土類金属原子、およびＺｎから選択される１以上を
含む網目修飾酸化物
　前記（Ｉ）成分における「Ｚａｃｈａｒｉａｓｅｎによるガラス形成酸化物」とは、非
特許文献Ｗ.Ｈ. Ｚａｃｈａｒｉａｓｅｎ, Ｊ. Ａｍ. Ｃｈｅｍ. Ｓｏｃ.　, ５４, ３８
４１－３８５１（１９３２）において提唱された概念である、ガラスの基本骨格であるガ
ラス形成酸化物をいう。これらの中では、ＳｉＯ２、Ｂ２Ｏ３、Ｐ２Ｏ５、Ａｌ２Ｏ３を
含むガラス形成酸化物が好ましく、Ａｌ２Ｏ３、ＳｉＯ２、Ｐ２Ｏ５を含むガラス形成酸
化物が特に好ましく、Ａｌ２Ｏ３、Ｐ２Ｏ５をともに含むものが最も好ましい。
【００３７】
　前記（Ｉ）成分の配合量は、ガラス組成物全体に対して、通常２０重量％以上、好まし
くは３０重量％以上、さらに好ましくは３３重量％以上であり、通常９０重量％以下、好
ましくは８０重量％以下、さらに好ましくは７０重量％以下である。前記（Ｉ）成分の配
合量が少なすぎると機械的強度が低下したり、耐水性が劣ったりする場合がある、多すぎ
ると、屈伏点が高くなる場合がある。
【００３８】
　また、本発明において、（ＩＩ）アルカリ金属原子、アルカリ土類金属原子、およびＺ
ｎから選択される１以上を含む網目修飾酸化物とは、屈伏点を低下させたり、耐久性を向
上させるはたらきがある。これらの中ではＢａＯ、ＳｒＯ，ＺｎＯ、Ｌｉ２Ｏ，Ｎａ２Ｏ
，Ｋ２Ｏ，ＭｇＯを含む網目修飾酸化物が好ましく、Ｌｉ２Ｏ，Ｎａ２Ｏ，Ｋ２Ｏ，Ｚｎ
Ｏ，ＣａＯを含む網目修飾酸化物が特に好ましい。
【００３９】
　前記（ＩＩ）成分の配合量は、ガラス組成物全体に対して、通常１０重量％以上、好ま
しくは２０重量％以上、さらに好ましくは３０重量％以上であり、通常８０重量％以下、
好ましくは７０重量％以下、さらに好ましくは６７重量％以下である。前記（ＩＩ）成分
の配合量が多すぎると耐久性が低下する場合があり、少なすぎると、屈伏点が高くなる場
合がある。
【００４０】
　（Ｉ）および（ＩＩ）の組み合わせとしては、例えばＰ２Ｏ５を含むガラス形成酸化物
およびＮａ２Ｏを含む網目修飾酸化物の組み合わせを挙げることができる。
　また、（Ｉ）および（ＩＩ）の重量比としては、通常９０：１０～２０：８０好ましく
は８０：２０～２０：８０である。
　また、第一の本発明の被覆蛍光体粒子においては、ガラス組成物の屈伏点が７００℃以
下、好ましくは６５０℃以下、さらに好ましくは６００℃以下である。また、通常１００
℃以上、好ましくは２００℃以上、さらに好ましくは２５０℃以上である。屈伏点が大き
すぎると溶融して被覆する際に高温になり過ぎ、蛍光体そのものの劣化あるいは、蛍光体
とガラス組成物との反応により蛍光体の発光特性の低下が起こる場合があり、小さすぎる
と被覆の安定性が低下する。
【００４１】
　また、本発明の被覆蛍光体粒子における屈伏点の低い、いわゆる低融点ガラスはリン酸
系（Ｐ２Ｏ５を含有する）ガラス組成物であることが好ましい。
　また、ガラスの屈伏点を低下させ、耐久性を向上させる目的で、フッ素原子を含有して
いることが更に好ましい。前記フッ素原子はガラスに含有されていなくても、ガラス組成
物被覆時（原料混合時および／または溶融時）にＡｌＦ３，ＬｉＦ、ＮａＦ，ＣａＦ２、
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ＳｒＦ２，ＢａＦ２，ＺｎＦ２、ＭｇＦ２などのフッ素化合物を添加してもよい。
【００４２】
　なお、フッ素原子は、ガラス組成物の屈伏点低下、耐久性向上の効果の他に、蛍光体表
面との親和性を向上させる効果も併せて奏するものと推測される。すなわち、蛍光体とガ
ラスとの膨張係数のマッチングと密着のための界面層形成機能があると推察される。蛍光
体とガラス層の界面で、密着性が増していることから、ガラス成分の少なくとも一部が、
蛍光体とガラスとの界面から浸透していると推測される。フッ化物イオンはこの浸透を促
進すると推察される。蛍光体表面との親和性が増加する限りにおいては、添加物の種類に
制限は無く、塩素、ヨウ素、臭素も使用できるが、安定性の点でフッ素が好ましい。
【００４３】
　また、本発明の被覆蛍光体粒子におけるガラス組成物は、鉛の含有量が通常０．１重量
％以下、好ましくは０．０１重量％以下、さらに好ましくは０．００１重量％以下である
。鉛の含有量は少なすぎるほど好ましく、多すぎると廃棄時に有害元素による汚染の可能
性がある。
　本発明の被覆蛍光体粒子におけるガラス組成物の好ましい具体例としては、例えばＰ２

Ｏ５が３４重量％以上５０重量％以下、Ｌｉ２Ｏが２重量％以上９重量％以下、Ｎａ２Ｏ
が７重量％以上２８重量％以下、Ｒ２Ｏ（但し、Ｒはアルカリ金属）が１７重量％以上４
１重量％以下、Ａｌ２Ｏ３が６．５重量％以上３０重量％以下、ＺｎＯが０重量％以上２
２重量％以下、ＢａＯが０重量％以上２１重量％以下、ＳｒＯが０重量％以上１８重量％
以下、ＣａＯが０重量％以上１６重量％以下、ＲＯ（但し、Ｒはアルカリ土類金属）が０
重量％以上３４重量％以下、Ｆが０重量％以上３２重量％以下の組成であるガラス組成物
を挙げることができる。Ｒ２Ｏは、好ましくは、Ｋ２Ｏが挙げられ、３重量％以上２７重
量％以下であることが好ましい。ＲＯは、ＭｇＯが好ましく、０重量％以上１４重量％以
下であることが好ましい。Ｆは１．５－３２％であることが好ましい。　
【００４４】
　本発明に用いるガラス組成物は、公知のものを使用することができる。例えば国際公開
２００３／０３７８１３号パンフレット、特開２００３－２６４３９号公報、特開平５－
１９３９７９号公報に記載の公知のガラス組成物を挙げることができる。
　また、市販のガラス組成物を使用することができる。具体的には、ＯＰＴＩＣＡＬ　Ｇ
ＬＡＳＳ　ＤＡＴＡ　ＢＯＯＫ（Ｖｅｒｓｉｏｎ　５．００　２００５年４月２８日発行
、２００５年７月５日改定）に記載の住田光学ガラス社製「Ｋ－ＰＧ３２５」、「Ｋ－Ｐ
Ｇ３７５」、「Ｋ－ＰＧ３９５」、「Ｋ－ＰＭＫ１０」、「Ｋ－ＰＭＫ１０」、「Ｋ－Ｐ
ＳＫｎ２」、「Ｋ－ＢＫ７」、「Ｋ－ＢＰＧ２」、「Ｋ－ＳＫＦ６」、「Ｋ－ＬａＫ７」
、「Ｋ－ＣａＦＫ９５」、「Ｋ－ＰＦＫ８５」、「Ｋ－ＰＦＫ８０」、「Ｋ－ＧＦＫ７０
」、「Ｋ－ＧＦＫ６８」、「Ｋ－ＣＤ４５」、「Ｋ－ＣＤ１２０」、「Ｋ－ＬａＦＫ５５
」、「Ｋ－ＬａＦＫ６０」、「Ｋ－ＰＳＫ２００」、「Ｋ－ＰＳＦｎ１」、「Ｋ－ＰＳＦ
ｎ２」、「Ｋ－ＰＳＦｎ３」、「Ｋ－ＰＳＦｎ４」、「Ｋ－ＰＳＦｎ５」、「Ｋ－ＰＭＫ
１０」、「Ｋ－ＰＳＫ１００」、「Ｋ－ＶＣ８０」、「Ｋ－ＶＣ８１」、「Ｋ－ＶＣ８２
」、「Ｋ－ＶＣ８９」、光ガラス社製「Ｐ－ＳＫ５Ｓ」、「Ｐ－ＳＫ１２Ｓ」、「Ｐ－Ｌ
ＡＫ１３Ｓ」、「Ｐ－ＬＡＦ０１０Ｓ」、「Ｐ－ＦＫＨ２Ｓ」、「Ｐ－ＬＡＳＦ０３Ｓ」
、「Ｐ－ＦＫ０１Ｓ」、旭ファイバーガラス社製「ＺＰ１５０」、旭テクノグラス社製「
ＳＫ－２３１」、「ＳＫ－３６０」、「Ｋ８０１」、「Ｋ８０５」、「Ｋ８０６」、「Ｋ
８０７」、「Ｋ８０８」、「ＬＳ－５」、「ＢＳ－７」、「ＦＦ２０１」、「ＦＦ２０９
」、２００７年旭硝子　エレクトロニクス用ＡＳＦ粉末ガラス，ＡＴＧ粉末ガラスカタロ
グに記載の旭硝子社製「ＩＷＦ－７５７４」、「ＦＦ２０１」、「ＦＦ２０９」、「Ｋ３
０１」、「Ｋ３０３」、「Ｋ３０４」、「Ｋ８０５」、「Ｋ８０７」、「Ｋ８０８」、「
Ｋ８３４」、「Ｋ８３５」、「Ｋ８３６」、「ＬＳ－５」、「ＫＦ９０７９」、「ＡＳＦ
１４９５」、「ＡＳＦ１５６０」、「ＡＳＦ１５６１」、「ＡＳＦ１６２０Ｂ」、「ＡＳ
Ｆ１６２０Ｍ」、「ＡＳＦ１７００」、「ＡＳＦ１７０２」、「ＡＳＦ１７１０」、「Ａ
ＳＦ１７６５Ｂ」、「ＡＳＦ１７６８」、「ＡＳＦ１７７１」、「ＡＳＦ１８００」、「
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ＡＳＦ１８９１」、「ＡＳＦ１８９１Ｆ」、「ＡＳＦ１８９８」、「ＡＳＦ１９３９」、
「ＡＳＦ１９４１」、「ＡＳＦ１９４１Ｂ」、「開発品１９９１」等を挙げることができ
る。
【００４５】
　また、本発明のガラス被覆に用いることが出来るガラスとしては、例えば、ガラス軟化
点が５５０℃前後であるＢｉ２Ｏ３－ＳｉＯ２－Ｂ２Ｏ３系ガラス、ガラス転移点が約５
００～７００℃であるＳｉＯ２－Ｂ２Ｏ３－Ｒ２Ｏ、ＳｉＯ２－Ｂ２Ｏ３－ＲＯ－Ｒ２Ｏ
系ガラス（但し、Ｒはアルカリ金属、またはアルカリ土類金属を示す。）を用いた無鉛ガ
ラスセラミックスが挙げられる。
【００４６】
　その他、従来使用されてきた用途に着目すると、ガラス、セラミックス、金属の接着、
封着に用いられる粉末ガラス、各種セラミックス、金属粉末の焼結温度を低下させるため
の添加剤として使用されているＢｉ２Ｏ３－Ｂ２Ｏ３－ＳｉＯ２、Ｂ２Ｏ３－ＺｎＯ、Ｓ
ｉＯ２－Ｂ２Ｏ３－Ｒ２Ｏ、ＳｉＯ２－Ｂ２Ｏ３－ＲＯ系などの粉末ガラス（但し、Ｒ２

Ｏは、アルカリ金属酸化物、ＲＯは、アルカリ土類金属酸化物を示す。）が挙げられる。
【００４７】
　以下、さらにガラスの構成元素に着目して詳しく例示する。
　本発明で好ましく用いられるガラスは、非Ｐｂ含有低融点ガラスであり、このガラスは
従来のＰｂ含有低融点ガラスにおいて、 Ｐｂ をＢｉ に置き換える、Ｚｎ あるいはＳｎ
 を採用する、 ガラスの基礎組成をリン酸塩系ガラスに変える、アルカリ・ホウ酸成分を
増やす、フッ化物を導入する、などの方法により、非Ｐｂ化を実現したものである。
【００４８】
　ビスマス（Ｂｉ）導入ガラスの例としては、Ｂｉ２Ｏ３－Ｂ２Ｏ３系ガラス組成物が挙
げられる。具体的には、３７Ｂｉ２Ｏ３－３９．３Ｂ２Ｏ３－７．２ＢａＯ－１６．７Ｃ
ｕＯ、 ６５Ｂｉ２Ｏ３－２５ＺｎＯ－７．５Ｂ２Ｏ３－２．０Ａｌ２Ｏ３、Ｂｉ２Ｏ３

を２７重量％以上５５重量％以下含有するＢｉ２Ｏ３－ＺｎＯ－Ｂ２Ｏ３ 系ガラス組成
物、Ｂｉ２Ｏ３－ＳｉＯ２系ベースの結晶化ガラス粉末（Ｂｉ２Ｏ３含有量は５０－６２
重量％）、ＳｉＯ２－Ｂ２Ｏ３－Ｂｉ２Ｏ３－ＺｎＯ 系ガラス組成物などが挙げられる
。
【００４９】
　リン酸塩ガラスの例としては、リン酸塩ガラスは他成分に対する溶解度も大きく，低い
溶融温度をもつため好ましく用いられる。具体例として、Ｐ２Ｏ５：Ｎａ２Ｏ： ＣａＯ
： ＢａＯ： Ａｌ２Ｏ３：Ｂ２Ｏ３＝３０～４０：１０～２０：１０～２０：１０～２０
：２～８：１～５のガラス組成物を挙げることができる。
　アルミナの添加は化学的耐久性向上に効果的だが，低融点性にマイナスに影響する場合
がある。リン酸塩ガラスをベースとして、ＳｎＯ が加えられ、更に通常のガラス形成酸
化物であるＢ２Ｏ３またはＳｉＯ２ が添加される場合もある。Ｐ２Ｏ５－ＳｎＯ 系ガラ
ス組成物、Ｐ２Ｏ５－ＳｎＯ－Ｂ２Ｏ３ 系ガラス組成物、Ｐ２Ｏ５－ＳｎＯ－ＳｉＯ２ 
系ガラス組成物を挙げることができる。 その他、ＣｕＯ－Ｐ２Ｏ５－ＲＯ系ガラス組成
物（但し、Ｒは、Ｚｎ、Ｂａ、Ｃａ、Ｍｇ、Ｓｒ、Ｓｎ、Ｎｉ、Ｆｅ、Ｍｎのいずれかを
示す。）が挙げられる。その他、Ｐ２Ｏ５－ＺｎＯ－ＳｎＯ－Ｒ２Ｏ－ＲＯ（但し、Ｒ２

Ｏは、アルカリ金属酸化物、ＲＯは、アルカリ土類金属酸化物を示す。）、ＳｒＯ－Ｚｎ
Ｏ－Ｐ２Ｏ５、１０ＳｒＯ－５０ＺｎＯ－４０Ｐ２Ｏ５のガラス組成物が挙げられる。
【００５０】
　アルカリ・ホウケイ酸塩ガラスの例としては、Ｒ２Ｏ－ＲＯ－Ｂ２Ｏ３－ＳｉＯ２ 系
ガラス組成物（但し、Ｒ２Ｏは、アルカリ金属酸化物、ＲＯは、アルカリ土類金属酸化物
を示す。）が挙げられる。具体的には、Ｂ２Ｏ３－ＳｉＯ２－Ａｌ２Ｏ３－ＺｒＯ２系ガ
ラス組成物、ＳｉＯ２－Ｂ２Ｏ３－ＺｎＯ－Ｒ２Ｏ－ＲＯ系ガラス組成物（但し、Ｒ２Ｏ
は、アルカリ金属酸化物、ＲＯは、アルカリ土類金属酸化物を示す。）、ＳｉＯ２－Ｂ２

Ｏ３－Ａｌ２Ｏ３－ＲＯ－Ｒ２Ｏ 系ガラス組成物（但し、Ｒ２Ｏは、アルカリ金属酸化
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【００５１】
　また、第二の本発明の被覆蛍光体粒子においては、前記ガラス組成物が形成する被覆層
の膜厚が０．１μｍ以上、好ましくは０．５μｍ以上であり、１０μｍ以下、好ましくは
５μｍ以下、さらに好ましくは２μｍ以下である。被覆層の膜厚が大きすぎると、蛍光体
の発光強度が低下する。小さすぎると耐湿性、ガスバリヤ性が不十分となる。被覆層の膜
厚は、以下の（ｉ）～（iii）のいずれかの方法により測定することができる。
　（ｉ）走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）で蛍光体粒子１０個を任意に選択し、その膜厚を目
視により測定し、平均値を求める。
　（ii）ＳＥＭ－ＥＤＸ（エネルギー分散型Ｘ線分析）ＥＰＭＡ（エレクトロン・プロー
ブ、マイクロ・アナリシス）、またはＳＥＭとＣＬ（電子線励起による発光）の組み合わ
せなどを用いて、任意に選択した蛍光体粒子１０個の断面の元素分析を行い、得られる膜
厚を測定し、平均値を求める。
　（iii）被覆処理前後の中央粒径Ｄ50の差を求め、これを膜厚とする。但し、本発明の
被覆処理において凝集する蛍光体粒子の膜厚を測定する場合は、凝集を超音波等でほぐし
た後、測定するか、前記（ｉ）又は（ii）を採用する。
　本発明の被覆蛍光体粒子においては、前記ガラス組成物が形成する被覆層が連続膜であ
ることが好ましい。ここで、連続膜とは、被覆蛍光体粒子を走査型電子顕微鏡で観察した
際に、被覆層が蛍光体周囲を連続して被覆しており、実質的に断裂されていない状態をい
う。
【００５２】
　［２－２］被覆性が良好な蛍光体粒子とガラス組成物の組み合わせ
　前述の［１－１］および［１－２］に記載の蛍光体粒子の中でも、［３］で述する被覆
蛍光体粒子の製造方法により被覆性が良好なものとしては、窒化物および／または酸化物
蛍光体粒子が挙げられる。
　被覆性が良好であるためには、蛍光体粒子とガラス組成物の組み合わせが重要である。
即ち、蛍光体表面とガラス組成物の溶融液との濡れ性が良好であるのが好ましい。具体的
には、以下の性質を有していることが好ましい。
（ｉ）溶融状態におけるガラス組成物の蛍光体粒子平面上での接触角が、通常１４０度以
下、好ましくは１３０度以下、さらに好ましくは１２０度以下であり、通常２度以上、好
ましくは５度以上、さらに好ましくは１０度以上であること。
（ｉｉ）ガラス組成物成分と蛍光体粒子の表面で化学反応が起こること。
（ｉｉｉ）上記化学反応の反応温度が蛍光体粒子の劣化に影響しないこと。即ち、反応温
度が通常８００℃以下、好ましくは６００℃以下であること。
【００５３】
　接触角の測定は公知の方法が採用できる。接触角の計測にあたっては、被覆温度、被服
雰囲気での蛍光体表面の平均的な接触角を計測することが好ましい。例えば、英弘精機社
製「ＯＣＡ　１５　ｐｌｕｓ」などを用い、温度制御機構「ＴＥＣ７００」などにより加
熱状態での動的接触角を計測し、前進角の平均値をもって蛍光体表面に対するガラス融液
の接触角とすることが出来る。
【００５４】
　このような被覆性が良好な蛍光体粒子とガラス組成物の組み合わせとしては、例えば、
以下の組み合わせを挙げることができる。
【００５５】
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【表１】

【００５６】
　また、蛍光体粒子とガラス組成物の親和性との観点から、蛍光体粒子の水中（ｐＨ５．
６）でのゼータ電位（ｍＶ）は、通常－５以下、好ましくは－１０以下、さらに好ましく
は－２０以下、特に好ましくは－２１以下である。　一方、ガラス組成物の水中（ｐＨ５
．６）でのゼータ電位（ｍＶ）は、通常－５０以下、好ましくは－６０以下、さらに好ま
しくは－５０以下である。ガラス組成物のゼータ電位が大きすぎると蛍光体粒子との親和
性が低くなる場合がある。
【００５７】
　［３］被覆蛍光体粒子の製造方法
　本発明の被覆蛍光体粒子の製造方法としては、例えば、（Ａ）蛍光体粒子、および（Ｂ
）アルカリ金属、アルカリ土類金属およびＺｎから選択された１以上を含有するガラス組
成物を混合し、前記（Ｂ）ガラス組成物の屈伏点以上で加熱する方法を挙げることができ
る。
［３－１］（Ａ）蛍光体粒子と（Ｂ）ガラス組成物の混合する工程
　本発明に使用する（Ａ）蛍光体の粒径は［１－４］に記載の通りであるが、（Ｂ）ガラ
ス組成物の粒径に比較して大きいことが望ましい。本発明に使用するガラス組成物の形状
について制限はないが通常、粒状、繊維状のものが使用できる。例えばガラス組成物とし
て粒状のものを用いる場合は、中央粒径（Ｄ５０）で、通常０．０１μｍ以上、好ましく
は０．１μｍ以上、通常２０μｍ以下、好ましくは１０μｍ以下である。ガラス組成物を
粒状あるいは粉末状に粉砕する方法に特に制限は無いが、乳鉢による粉砕、メディアを用
いる振動ミル、ボールミル、ジェットミル、遊星ボールミルなどを用いることが出来る。
【００５８】
　蛍光体粒子を被覆する場合、被覆厚みは耐湿性を保ちながら、できるだけ薄いことが膜
による光吸収を避ける意味で好ましい。この点から被覆層の膜厚は通常０．１μｍ以上、
好ましくは０．５μｍ以上であり、１０μｍ以下、好ましくは５μｍ以下、さらに好まし
くは２μｍ以下である。被覆層の膜厚は［２－１］で記載と同様の方法により測定できる
。
　以上の点から配合すべきガラス組成物の量は、蛍光体粒子の比表面積を求め、ガラス組
成物の密度を用いて連続皮膜が形成されたときの所定の膜厚となる量として決定できる。
【００５９】
　蛍光体粒子とガラス組成物の混合法に制限はないが蛍光体が水分に対し劣化する場合に
は湿式混合法は避け、乾式混合法を採用することが好ましい。乾式混合法の例としては、
乳鉢と乳棒等を用いる粉砕、振動ミル、ハンマーミル、ロールミル、ボールミル、ジェッ
トミル等の乾式粉砕機を用いる粉砕、リボンブレンダー、Ｖ型ブレンダー、ヘンシェルミ
キサー等の混合機、を用いる粉砕、およびこれらを組み合わせた乾式混合法等を挙げるこ
とができる。組み合わせた乾式混合法としては、乾式粉砕機を用いる粉砕および乳鉢と乳
棒を用いる混合の組み合わせ、混合機を用いる粉砕および乳鉢と乳棒を用いる混合の組み
合わせ等を挙げることができる。
【００６０】
　混合に際し、蛍光体粒子の表面電荷とガラス組成物の表面電荷は、特に制約は無いが、
同電荷であっても、少なくとも一方が小さい値であるか、ともに大きくない値であること
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が好ましい。互いに異なることがさらに好ましい。両者の電荷が異なると、静電引力によ
り蛍光体粒子の表面にガラス組成物が容易に付着し、後段の加熱処理の際、良好な連続皮
膜を得ることができる。粉体の表面電荷はブローオフ帯電測定器で容易に測定することが
できる。電荷が同一である場合には、必要に応じて蛍光体粒子を表面処理することにより
電荷を変更する方法等を用いればよい。
【００６１】
［３－２］加熱工程
　（Ａ）蛍光体粒子と（Ｂ）ガラス組成物の混合後の加熱は、（Ｂ）ガラス組成物の屈伏
点以上で加熱する方法であれば特に限定はない。以下に、加熱方法の一例を挙げる。
　蛍光体粒子とガラス組成物の混合物を反応性の低いルツボまたはトレーに充填する。容
器材質に特に制限は無いが、石英、アルミナ、黒鉛、ステンレス、白金、モリブデン、タ
ングステン、窒化ケイ素などを用いることが出来る。耐熱衝撃性、蛍光体への汚染の少な
さ、価格の点で、石英が好ましい。加熱処理による被覆方法に特に制限は無いが、ガラス
による蛍光体粒子同士の付着を防ぐためには流動状態で加熱する方法を用いても良い。成
膜性を向上させるため、ガラス粒子を予め蛍光体表面に均一に付着させても良い。具体的
には、分散媒に分散させたガラス粒子と蛍光体粒子からなるスラリーを噴霧乾燥する方法
、静電付着を利用して蛍光体表面にガラス粒子を付着させる方法、衝撃力による打ち込み
、メカノケミカル反応を利用して蛍光体粒子表面にガラス粒子を固定化させる方法などが
挙げられる。
【００６２】
　また、蛍光体とガラス粉末を加熱処理する際に、ガラス同士の付着を防ぐため、例えば
、流動状態、転動状態で加熱しても良い。
　加熱雰囲気は蛍光体粒子の種類によって異なる。大気中で加熱すると劣化する蛍光体に
あっては劣化の起こらない雰囲気を採用することが好ましい。
　加熱による劣化の原因としては結晶母体の変化及びまたは発光中心イオンの価数変化が
挙げられる。発光中心イオンの価数が変化しない雰囲気であれば特に制限は無いが、Ｅｕ
2+やＣｅ3+など、最高酸化数より低い価数の発行中心イオンを含有する蛍光体に関しては
、不活性雰囲気で加熱することが好ましい。雰囲気中の酸素濃度は通常１００ｐｐｍ以下
、好ましくは２０ｐｐｍ以下、更に好ましくは１０ｐｐｍ以下である。通常使用する蛍光
体の製造時の雰囲気下で加熱してもよい。また、加熱雰囲気が蛍光体粒子とガラス組成物
との親和性に影響を与える場合もあるため、被覆状態が良好となる加熱雰囲気を選択する
。加熱雰囲気以外にも、ガラス粉末、蛍光体粉末の含水率などは被覆状態に影響を与える
可能性があるため、乾燥して用いるなど適切な前処理を行うことが好ましい。
【００６３】
　ガラスで蛍光体表面を被覆し、緻密な膜を形成するため、加熱温度は使用するガラス組
成の屈伏点以上で加熱することが必要である。
　屈伏点とは伸びが停止し、収縮が始まる温度を言う。
　屈伏点の測定方法は下記の通りである。
炉内温度精度が±1℃の示差熱膨張計を用いて、毎分５℃の昇温速度で試料（φ４×２０m
m）を加熱し、温度とガラスの伸びを測定して求める。
　加熱時間は皮膜が形成されるに要する物質移動の時間であり、所定温度に到達後一定時
間保持する。通常１分以上、好ましくは５分以上、通常２時間以下、好ましくは０．５時
間以下である。
【００６４】
［４］被覆蛍光体粒子の特性
　本発明の被覆蛍光体粒子は、以下の特性を有する。以下の特性により、本発明の被覆蛍
光体粒子は、従来の皮膜形成方法と比較して、ガラスによる連続皮膜がより十分に形成さ
れ、ガスバリヤ性が高いものと考えられる。
【００６５】
［４－１］輝度、色度
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　本発明の被覆蛍光体粒子に形成される被覆層は、光透過性が高く、UV-可視光領域で透
明なので、被覆前の蛍光体粒子の輝度、色度はほとんど影響を受けない。具体的には、本
発明の被覆前の蛍光体粒子に対する被覆蛍光体粒子の輝度維持率（被覆蛍光体粒子の輝度
／被覆前の蛍光体粒子の輝度×１００）は、通常７０％以上、好ましくは８０％以上、さ
らに好ましくは９０％以上である。色度の変化は、ＣＩＥ座標の値で±０．０５以下であ
る。
【００６６】
［４－２］粒度分布
　本発明の被覆蛍光体粒子に形成される被覆層は、上述のように連続した薄膜であり、被
覆処理前の蛍光体の粒度分布はほとんど影響を受けない。
［４－３］耐湿性
　本発明の被覆蛍光体粒子は、ガスバリヤ性が高く、下記の高温高湿劣化試験で重量増加
が認められない。
　［４－３－Ａ］高温高湿劣化試験
　（ｉ）試料となる被覆蛍光体粒子の重量を測定する。
　（ii）前記被覆蛍光体粒子を雰囲気温度８５℃／相対温度８５％に保たれたチャンバー
に静置する。
　（iii）２００時間後及び４００時間後における前記被覆蛍光体粒子の重量をそれぞれ
測定し下記式によりそれぞれの重量増加率を算出する。
　重量増加率（％）＝｛（iii）における測定重量｝／｛（ｉ）における測定重量｝×100
　本発明の被覆蛍光体粒子が上記高温高湿劣化試験で重量増加が認められない理由は次の
ように推察される。即ち、従来の被覆層構造では、水蒸気の透過を防ぐことができないの
に対し、本発明の被覆層構造は水蒸気の侵入する空隙が存在しない。
【００６７】
［５］蛍光体含有組成物
　本発明の蛍光体含有組成物は、前記の本発明の被覆蛍光体粒子、液状媒体、およびその
他任意成分を配合することにより得ることが出来る。以下、蛍光体含有組成物について説
明する。
［５－１］液状媒体
　使用される液状媒体としては無機系材料および／または有機系材料が使用できる。 
　無機系材料としては、例えば、金属アルコキシド、セラミック前駆体ポリマー若しくは
金属アルコキシドを含有する溶液をゾル－ゲル法により加水分解重合して成る溶液、また
はこれらの組み合わせを固化した無機系材料（例えばシロキサン結合を有する無機系材料
）等を挙げることができる。
　有機系材料としては、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂、光硬化性樹脂等が挙げられる。具
体的には、例えば、ポリメタアクリル酸メチル等のメタアクリル樹脂；ポリスチレン、ス
チレン－アクリロニトリル共重合体等のスチレン樹脂；ポリカーボネート樹脂；ポリエス
テル樹脂；フェノキシ樹脂；ブチラール樹脂；ポリビニルアルコール；エチルセルロース
、セルロースアセテート、セルロースアセテートブチレート等のセルロース系樹脂；エポ
キシ樹脂；フェノール樹脂；シリコーン樹脂等が挙げられる。特に照明など大出力の発光
装置が必要な場合、耐熱性や耐光性等を目的として珪素含有化合物を使用するのが好まし
い。 
【００６８】
　珪素含有化合物とは分子中に珪素原子を有する化合物をいい、ポリオルガノシロキサン
等の有機材料（シリコーン系材料）、酸化ケイ素、窒化ケイ素、酸窒化ケイ素等の無機材
料、及びホウケイ酸塩、ホスホケイ酸塩、アルカリケイ酸塩等のガラス材料を挙げること
ができる。中でも、ハンドリングの容易さ等の点から、シリコーン系材料が好ましい。 
【００６９】
［５－１－１］シリコーン系材料 
　シリコーン系材料とは、通常、シロキサン結合を主鎖とする有機重合体をいい、例えば
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一般組成式で表される化合物及び／またはそれらの混合物が挙げられる。 
（Ｒ１Ｒ２Ｒ３ＳｉＯ1/2）M（Ｒ４Ｒ５ＳｉＯ2/2）D（Ｒ６ＳｉＯ3/2）T（ＳｉＯ4/2）Q

　ここで、Ｒ１からＲ６は同じであっても異なってもよく、有機官能基、水酸基、水素原
子からなる群から選択される。またM、D、Ｔ及びＱは０から１未満であり、M+D+T+Q=1を
満足する数である。 
　シリコーン系材料を半導体発光素子の封止に用いる場合、液状のシリコーン系材料を用
いて封止した後、熱や光によって硬化させて用いることができる。 
【００７０】
［５－１－２］シリコーン系材料の種類 
　シリコーン系材料を硬化のメカニズムにより分類すると、通常付加重合硬化タイプ、縮
重合硬化タイプ、紫外線硬化タイプ、パーオキサイド架硫タイプなどのシリコーン系材料
を挙げることができる。これらの中では、付加重合硬化タイプ（付加型シリコーン樹脂）
、縮合硬化タイプ（縮合型シリコーン樹脂）、紫外線硬化タイプが好適である。以下、付
加型シリコーン系材料、及び縮合型シリコーン系材料について説明する。 
【００７１】
［５－１－２－１］付加型シリコーン系材料 
　付加型シリコーン系材料とは、ポリオルガノシロキサン鎖が、有機付加結合により架橋
されたものをいう。代表的なものとしては、例えばビニルシランとヒドロシランをＰｔ触
媒などの付加型触媒の存在下反応させて得られるＳｉ－Ｃ－Ｃ－Ｓｉ結合を架橋点に有す
る化合物等を挙げることができる。これらは市販のものを使用することができ、例えば付
加重合硬化タイプの具体的商品名としては、信越化学工業社製「ＬＰＳ－１４００」「Ｌ
ＰＳ－２４１０」「ＬＰＳ－３４００」等が挙げられる。 
【００７２】
［５－１－２－２］縮合型シリコーン系材料 
　縮合型シリコーン系材料とは、例えば、アルキルアルコキシシランの加水分解・重縮合
で得られるＳｉ－Ｏ－Ｓｉ結合を架橋点に有する化合物を挙げることができる。 
　具体的には、下記一般式（１）及び／又は（２）で表わされる化合物、及び／又はその
オリゴマーを加水分解・重縮合して得られる重縮合物が挙げられる。 
【００７３】
　Ｍm+ＸnＹ

1
m-1           （１）

【００７４】
（式（１）中、Ｍは、ケイ素、アルミニウム、ジルコニウム、及びチタンより選択される
少なくとも１種の元素を表わし、Ｘは、加水分解性基を表わし、Ｙ1は、１価の有機基を
表わし、ｍは、Ｍの価数を表わす１以上の整数を表わし、ｎは、Ｘ基の数を表わす１以上
の整数を表わす。但し、ｍ≧ｎである。） 
【００７５】
 （Ｍｓ＋ＸｔＹ１

ｓ－ｔ－１）ｕＹ２　　　　　　　　（２）
【００７６】
（式（２）中、Ｍは、ケイ素、アルミニウム、ジルコニウム、及びチタンより選択される
少なくとも１種の元素を表わし、Ｘは、加水分解性基を表わし、Ｙ1は、１価の有機基を
表わし、Ｙ2は、ｕ価の有機基を表わし、ｓは、Ｍの価数を表わす１以上の整数を表わし
、ｔは、１以上、ｓ－１以下の整数を表わし、ｕは、２以上の整数を表わす。） 
　また、硬化触媒としては、例えば金属キレート化合物などを好適なものとして用いるこ
とができる。金属キレート化合物は、Ｔｉ、Ｔａ、Ｚｒのいずれか１以上を含むものが好
ましく、Ｚｒを含むものがさらに好ましい。 
【００７７】
　縮合型シリコーン系材料は公知のものを使用することができ、例えば、特開２００６－
７７２３４号公報、特開２００６－２９１０１８号公報、特開２００６－３１６２６４号
公報、特開２００６－３３６０１０号公報、特開２００６－３４８２８４号公報、および
国際公開２００６／０９０８０４号パンフレットに記載の半導体発光デバイス用部材が好
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適である。
【００７８】
　シリコーン系材料の中で、特に好ましい材料について、以下に説明する。
　シリコーン系材料は、一般に半導体発光素子や素子を配置する基板、パッケージ等との
接着性が弱いことが欠点とされるが、密着性が高いシリコーン系材料として、特に、以下
の特徴〈１〉～〈３〉のうち１つ以上を有するシリコーン系材料が好ましい。
〈１〉ケイ素含有率が２０重量％以上である。
〈２〉後に詳述する方法によって測定した固体Ｓｉ－核磁気共鳴（ＮＭＲ）スペクトルに
おいて、下記（ａ）及び／又は（ｂ）のＳｉに由来するピークを少なくとも１つ有する。
【００７９】
　（ａ）ピークトップの位置がテトラメトキシシランを基準としてケミカルシフト－４０
ｐｐｍ以上、０ｐｐｍ以下の領域にあり、ピークの半値幅が０．３ｐｐｍ以上、３．０ｐ
ｐｍ以下であるピーク。
　（ｂ）ピークトップの位置がテトラメトキシシランを基準としてケミカルシフト－８０
ｐｐｍ以上、－４０ｐｐｍ未満の領域にあり、ピークの半値幅が０．３ｐｐｍ以上５．０
ｐｐｍ以下であるピーク。
〈３〉シラノール含有率が０．０１重量％以上、１０重量％以下である。
【００８０】
　本発明においては、上記の特徴〈１〉～〈３〉のうち、特徴〈１〉を有するシリコーン
系材料が好ましい。さらに好ましくは、上記の特徴〈１〉及び〈２〉を有するシリコーン
系材料が好ましい。特に好ましくは、上記の特徴〈１〉～〈３〉を全て有するシリコーン
系材料が好ましい。また、上記の特徴を有するシリコーン系材料の中でも、縮合型シリコ
ーン系材料が耐熱性、耐光性等の観点より好ましい。
【００８１】
［５－１－３］液状媒体の含有量
　液状媒体は、本発明の蛍光体含有組成物全体に対して、通常５０重量％以上、好ましく
は７５重量％以上であり、通常９９重量％以下、好ましくは９５重量％以下である。
　液状媒体の量が多い場合には特段の問題は起こらないが、半導体発光装置とした場合に
所望の色度座標、演色指数、発光効率等を得るには、通常、上記のような配合比率で蛍光
体を添加する必要がある。少なすぎると流動性がなく取り扱いにくい。
　液状媒体は、前述の様に、本発明の蛍光体含有組成物において、主にバインダーとして
の役割を有する。液状媒体は単独で用いてもよいが、複数を混合してもよい。例えば、耐
熱性や耐光性等を目的として珪素含有化合物を使用する場合は、珪素含有化合物の耐久性
を損なわない程度に、エポキシ樹脂など他の熱硬化性樹脂を含有してもよい。この場合、
他の熱硬化性樹脂の含有量は、通常、バインダーに対して２５重量％以下、好ましくは１
０重量％以下である。
【００８２】
［５－２］その他の成分　
　本発明の蛍光体含有組成物は、上記成分の他に、本発明の被覆蛍光体粒子以外の蛍光体
、フュームドシリカなどのチキソトロープ剤、色素、酸化防止剤、安定化剤（燐系加工安
定化剤などの加工安定化剤、酸化安定化剤、熱安定化剤、紫外線吸収剤などの耐光性安定
化剤など）、光拡散材、フィラーなど、当該分野で公知の添加物のいずれをも用いること
ができる。　
【００８３】
［５－３］蛍光体含有組成物の製造方法　
　本発明の蛍光体含有組成物の製造法には特に制限はなく、本発明の被覆蛍光体粒子およ
び必要に応じて添加するその他成分が液状媒体中に均一に分散する方法であれば良い。　
　例えば、チキソトロープ剤の配合量は液状媒体１００重量部に対して通常０．１重量部
以上、好ましくは０．３重量部以上である。また、通常２０重量部以下、好ましくは１０
重量部以下、更に好ましくは５重量部以下である。チキソトロープ剤の配合量が少なすぎ
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ると、期待する蛍光体の沈降抑制効果が十分でなく、多すぎると分散が困難となる。　
　本発明の被覆蛍光体粒子を含む蛍光体の配合量は通常、液状媒体１００重量部に対して
通常０．０１重量部以上、好ましくは０．１重量部以上、さらに好ましくは１重量部以上
である。また、通常１００重量部以下、好ましくは８０重量部以下、さらに好ましくは６
０重量部以下である。　
【００８４】
　液状媒体としてシリコーン樹脂を使用する場合には、例えばシリコーン樹脂、本発明の
被覆蛍光体粒子を含む蛍光体、チキソトロープ剤、ならびに架橋剤、硬化触媒、増量材、
およびその他の添加剤を配合し、ミキサー、高速ディスパー、ホモジナイザー、３本ロー
ル、ニーダー等で混合する等、従来公知の方法で製造することができる。この場合、前記
成分を全て混合して、１液の形態として液状シリコーン樹脂組成物を製造しても良いが、
　（ｉ）シリコーン樹脂と蛍光体及び増量材を主成分とするシリコーン樹脂液と、（ｉｉ
）架橋剤と硬化触媒を主成分とする架橋剤液の２液を調製しておき、使用直前にシリコー
ン樹脂液と架橋剤液を混合して液状シリコーン樹脂組成物を製造しても良い。　
【００８５】
［５－４］蛍光体含有組成物の物性
［５－４－１］粘度　
　本発明の蛍光体含有組成物の粘度は、通常５００ｍＰａ・ｓ以上、好ましくは１０００
ｍＰａ・ｓ以上、さらに好ましくは２０００ｍＰａ・ｓ以上であり、通常１５０００ｍＰ
ａ・ｓ以下、１００００ｍＰａ・ｓ以下、好ましくは８０００ｍＰａ・ｓ以下である。粘
度が高すぎると注入時に配管の閉塞などトラブルの原因となりやすく、また気泡が抜けに
くい、更には半導体素子のリードワイヤーの断線が起こりやすいなどの悪影響をもたらす
。一方、粘度が低すぎると蛍光体粒子の沈降が起こるので好ましくない。
【００８６】
　なお本発明の蛍光体含有組成物は、発光装置内へ十分に充填（注入）させ得ること、ま
た充填後液状媒体が硬化する前に蛍光体が沈降しないために、チキソトロープ性を示すも
のが好ましい。チキソトロープ性を示すことは、ローター回転数を１ｒｐｍおよび５ｒｐ
ｍとした場合のＢ型粘度計における粘度が１ｒｐｍの粘度が５ｒｐｍの粘度より大きいこ
とで確認することができる。
【００８７】
［６］発光装置
　本発明の発光装置は、通常［５］に記載の蛍光体含有組成物を用いて、公知の方法によ
り形成される。以下、本発明の発光装置について説明する。なお、以下、本発明の被覆蛍
光体粒子、およびそれ以外の蛍光体を、単に「蛍光体」と総称して説明する。
［６－１］光源
　本発明の発光装置における光源は、前記蛍光体を励起する光を発光するものである。光
源の発光波長は、蛍光体の吸収波長と重複するものであれば、特に制限されず、幅広い発
光波長領域の蛍光体を使用することができる。通常は、近紫外領域から青色領域までの発
光波長を有する蛍光体が使用され、具体的数値としては、通常３００ｎｍ以上、好ましく
は３３０ｎｍ以上、また、通常５００ｎｍ以下、好ましくは４８０ｎｍ以下のピーク発光
波長を有する発光体が使用される。この光源としては、一般的には半導体発光素子が用い
られ、具体的には発光ダイオード（ＬＥＤ）や半導体レーザーダイオード（ＬＤ）等が使
用できる。 
【００８８】
　中でも、光源としては、ＧａＮ系化合物半導体を使用したＧａＮ系ＬＥＤやＬＤが好ま
しい。なぜなら、ＧａＮ系ＬＥＤやＬＤは、この領域の光を発するＳｉＣ系ＬＥＤ等に比
し、発光出力や外部量子効率が格段に大きく、前記蛍光体と組み合わせることによって、
非常に低電力で非常に明るい発光が得られるからである。例えば、同じ電流負荷に対し、
通常ＧａＮ系ＬＥＤやＬＤはＳｉＣ系の１００倍以上の発光強度を有する。ＧａＮ系ＬＥ
ＤやＬＤにおいては、ＡｌxＧａyＮ発光層、ＧａＮ発光層、又はＩｎxＧａyＮ発光層を有
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しているものが好ましい。ＧａＮ系ＬＥＤにおいては、それらの中でＩｎxＧａyＮ発光層
を有するものが発光強度が非常に強いので、特に好ましく、ＧａＮ系ＬＤにおいては、Ｉ
ｎxＧａyＮ層とＧａＮ層の多重量子井戸構造のものが発光強度が非常に強いので、特に好
ましい。 
【００８９】
　なお、上記においてx＋yの値は通常０．８～１．２の範囲の値である。ＧａＮ系ＬＥＤ
において、これら発光層にＺｎやＳｉをドープしたものやドーパント無しのものが発光特
性を調節する上で好ましいものである。 
　ＧａＮ系ＬＥＤはこれら発光層、ｐ層、ｎ層、電極、及び基板を基本構成要素としたも
のであり、発光層をｎ型とｐ型のＡｌxＧａyＮ層、ＧａＮ層、又はＩｎxＧａyＮ層などで
サンドイッチにしたヘテロ構造を有しているものが、発光効率が高く、好ましく、さらに
ヘテロ構造を量子井戸構造にしたものが、発光効率がさらに高く、より好ましい。
【００９０】
［６－２］蛍光体の選択
　本発明の発光装置において、本発明の被覆蛍光体粒子以外の蛍光体の使用の有無及びそ
の種類は、発光装置の用途に応じて適宜選択すればよい。
　本発明の発光装置を白色発光の発光装置として構成する場合には、所望の白色光が得ら
れるように、１種以上の蛍光体を適切に組み合わせればよい。光源として青色発光素子を
使用する場合は蛍光体として青色の補色関係にある黄色蛍光体を、より演色性の高い白色
を得るには赤、及び緑色蛍光体を使用することが好ましい。近紫外光を発する半導体発光
素子を用いる場合は赤、緑、青の３色の蛍光体を使用するのが好ましい。
【００９１】
　具体的に、本発明の発光装置を白色発光の発光装置として構成する場合における、光源
と、蛍光体との好ましい組み合わせの例としては、以下の（ｉ）～（iii）の組み合わせ
が挙げられる。 
（ｉ）光源として青色発光体（青色ＬＥＤ等）を使用し、蛍光体として赤色蛍光体および
緑色蛍光体を使用する。 
（ii）光源として近紫外発光体（近紫外ＬＥＤ等）を使用し、蛍光体として赤色蛍光体、
緑色蛍光体及び青色蛍光体を併用する。 
（iii）光源として青色発光体（青色ＬＥＤ等）を使用し、橙色蛍光体および緑色蛍光体
を使用する。
【００９２】
［６－３］発光装置の構成
　本発明の発光装置は、上述の光源および本発明の蛍光体含有組成物を備えていればよく
、そのほかの構成は特に制限されないが、通常は、適当なフレーム上に上述の光源および
蛍光体含有組成物を配置してなる。この際、光源の発光によって蛍光体が励起されて発光
を生じ、且つ、この光源の発光および／または蛍光体の発光が、外部に取り出されるよう
に配置されることになる。この場合、赤色蛍光体は、緑色蛍光体、青色蛍光体とは必ずし
も同一の層中に混合されなくてもよく、例えば、赤色蛍光体を含有する層の上に青色蛍光
体と緑色蛍光体を含有する層が積層されていてもよい。 
【００９３】
［６－４］発光装置の実施形態
　以下、本発明の発光装置について、具体的な実施の形態を挙げて、より詳細に説明する
が、本発明は以下の実施形態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲
において任意に変形して実施することができる。 
【００９４】
　図１は、本発明の一実施形態に係る発光装置の構成を模式的に示す図である。本実施形
態の発光装置１は、フレーム２と、光源である青色ＬＥＤ３と、青色ＬＥＤ３から発せら
れる光の一部を吸収し、それとは異なる波長を有する光を発する蛍光体含有部４からなる
。
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　フレーム２は、青色ＬＥＤ３、蛍光体含有部４を保持するための金属または樹脂製の基
部である。フレーム２の上面には、図１中上側に開口した断面台形状の凹部（窪み）２Ａ
が形成されている。これにより、フレーム２はカップ形状となっているため、発光装置１
から放出される光に指向性をもたせることができ、放出する光を有効に利用できるように
なっている。更に、フレーム２の凹部２Ａ内面は、銀などの金属メッキにより、可視光域
全般の光の反射率を高められており、これにより、フレーム２の凹部２Ａ内面に当たった
光も、発光装置１から所定方向に向けて放出できるようになっている。 
【００９５】
　フレーム２の凹部２Ａの底部には、光源として青色ＬＥＤ３が設置されている。青色Ｌ
ＥＤ３は、電力を供給されることにより青色の光を発するＬＥＤである。この青色ＬＥＤ
３から発せられた青色光の一部は、蛍光体含有部４内の発光物質（蛍光体）に励起光とし
て吸収され、また別の一部は、発光装置１から所定方向に向けて放出されるようになって
いる。 
【００９６】
　また、青色ＬＥＤ３は前記のようにフレーム２の凹部２Ａの底部に設置されているが、
ここではフレーム２と青色ＬＥＤ３との間は接着剤５によって接着され、これにより、青
色ＬＥＤ３はフレーム２に設置されている。
　更に、フレーム２には、青色ＬＥＤ３に電力を供給するための金製のワイヤ６が取り付
けられている。つまり、青色ＬＥＤ３の上面に設けられた電極（図示省略）とは、ワイヤ
６を用いてワイヤボンディングによって結線されていて、このワイヤ６を通電することに
よって青色ＬＥＤ３に電力が供給され、青色ＬＥＤ３が青色光を発するようになっている
。なお、ワイヤ６は青色ＬＥＤ３の構造にあわせて１本又は複数本が取り付けられる。 
【００９７】
　更に、フレーム２の凹部２Ａには、青色ＬＥＤ３から発せられる光の一部を吸収し異な
る波長を有する光を発する蛍光体含有部４が設けられている。蛍光体含有部４は、蛍光体
と透明樹脂とで形成されている。蛍光体は、青色ＬＥＤ３が発する青色光により励起され
て、青色光よりも長波長の光である光を発する物質である。蛍光体含有部４を構成する蛍
光体は一種類であっても良いし、複数からなる混合物であってもよく、青色ＬＥＤ３の発
する光と蛍光体発光部４の発する光の総和が所望の色になるように選べばよい。色は白色
だけでなく、黄色、オレンジ、ピンク、紫、青緑等であっても良い。また、これらの色と
白色との間の中間的な色であっても良い。また、透明樹脂は蛍光体含有部４の封止材料で
あり、ここでは、上述の封止材料を用いている。 
【００９８】
　モールド部７は、青色ＬＥＤ３、蛍光体含有部４、ワイヤ６などを外部から保護すると
ともに、配光特性を制御するためのレンズとしての機能を持つ。モールド部７には主にエ
ポキシ樹脂を用いることができる。 
　図２は、図１に示す発光装置１を組み込んだ面発光照明装置の一実施例を示す模式的断
面図である。図２において、８は面発光照明装置、９は拡散板、１０は保持ケースである
。
【００９９】
　この面発光照明装置８は、内面を白色の平滑面等の光不透過性とした方形の保持ケース
１０の底面に、多数の発光装置１を、その外側に発光装置１の駆動のための電源及び回路
等（図示せず。）を設けて配置したものである。発光の均一化のために、保持ケース１０
の蓋部に相当する箇所に、乳白色としたアクリル板等の拡散板９を固定している。 
　そして、面発光照明装置８を駆動して、発光装置１の青色ＬＥＤ３に電圧を印加するこ
とにより青色光等を発光させる。その発光の一部を、蛍光体含有部４において波長変換材
料である本発明の蛍光体と必要に応じて添加した別の蛍光体が吸収し、より長波長の光に
変換し、蛍光体に吸収されなかった青色光等との混色により、高輝度の発光が得られる。
この光が拡散板９を透過して、図面上方に出射され、保持ケース１０の拡散板９面内にお
いて均一な明るさの照明光が得られることとなる。 
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【０１００】
　また、本発明の発光装置において、特に励起光源として面発光型のものを使用する場合
、蛍光体含有部を膜状とするのが好ましい。即ち、面発光型の発光体からの光は断面積が
十分大きいので、蛍光体含有部をその断面の方向に膜状とすると、第１の発光体からの蛍
光体への照射断面積が蛍光体単位量あたり大きくなるので、蛍光体からの発光の強度をよ
り大きくすることができる。 
【０１０１】
　また、光源として面発光型のものを使用し、蛍光体含有部として膜状のものを用いる場
合、光源の発光面に、直接膜状の蛍光体含有部を接触させた形状とするのが好ましい。こ
こでいう接触とは、光源と蛍光体含有部とが空気や気体を介さないでぴたりと接している
状態をつくることを言う。その結果、光源からの光が蛍光体含有部の膜面で反射されて外
にしみ出るという光量損失を避けることができるので、装置全体の発光効率を良くするこ
とができる。 
【０１０２】
　図３は、このように、光源として面発光型のものを用い、蛍光体含有部として膜状のも
のを適用した発光装置の一例を示す模式的斜視図である。図３中、１１は、前記蛍光体を
有する膜状の蛍光体含有部、１２は光源としての面発光型ＧａＮ系ＬＤ、１３は基板を表
す。相互に接触した状態をつくるために、光源１２のＬＤと蛍光体含有部１１とそれぞれ
別個につくっておいてそれらの面同士を接着剤やその他の手段によって接触させても良い
し、光源１２の発光面上に蛍光体含有部１１を製膜（成型）させても良い。これらの結果
、光源１２と第２の蛍光体含有部１１とを接触した状態とすることができる。 
【０１０３】
［７］発光装置の用途
　本発明の発光装置は使用する蛍光体の種類、量により各色の発光が可能であるが照明用
途などは、白色光を発するもの発光装置が有用である。本発明の発光装置は、発光効率が
通常２０ｌｍ／Ｗ以上、好ましくは２２ｌｍ／Ｗ以上、より好ましくは２５ｌｍ／Ｗ以上
であり、特に好ましくは２８ｌｍ／Ｗ以上であり、平均演色評価指数Ｒａが８０以上、好
ましくは８５以上、より好ましくは８８以上である。
【０１０４】
　なお、上記平均演色評価指数Ｒａは、ＪＩＳ　Ｚ　８７２６により算出される。
　また、発光効率は、量子吸収効率αqと内部量子効率ηiの積により以下のように算出す
る。
　まず、測定対象となる蛍光体サンプル（例えば、粉末状など）を、測定精度が保たれる
ように、十分に表面を平滑にしてセルに詰め、積分球などがついた分光光度計に取り付け
る。この分光光度計としては、例えば大塚電子株式会社製「ＭＣＰＤ２０００」等が挙げ
られる。積分球などを用いるのは、サンプルで反射したフォトンおよびサンプルからフォ
トルミネッセンスで放出されたフォトンを全て計上できるようにする、すなわち、計上さ
れずに測定系外へ飛び去るフォトンをなくすためである。 
【０１０５】
　この分光光度計に蛍光体を励起する発光源を取り付ける。この発光源は、例えばＸｅラ
ンプ等であり、発光ピーク波長が４００ｎｍとなるようにフィルター等を用いて調整がな
される。この４００ｎｍの波長ピークを持つように調整された発光源からの光を、測定し
ようとしているサンプルに照射し、その発光スペクトルを測定する。この測定スペクトル
には、実際には、励起発光光源からの光（以下、単に「励起光」と記す。)でフォトルミ
ネッセンスによりサンプルから放出されたフォトンの他に、サンプルで反射された励起光
の分のフォトンの寄与が重なっている。 
【０１０６】
　量子吸収効率αqは、サンプルによって吸収された励起光のフォトン数Ｎabsを励起光の
全フォトン数Ｎで割った値である。 
　まず、後者の励起光の全フォトン数Ｎを、次のようにして求める。すなわち、励起光に
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対してほぼ１００％の反射率Ｒを持つ物質、例えばＬａｂｓｐｈｅｒｅ社製「Ｓｐｅｃｔ
ｒａｌｏｎ」（４００ｎｍの励起光に対して９８％の反射率を持つ。）等の反射板を、測
定対象として該分光光度計に取り付け、反射スペクトルＩref（λ）を測定する。ここで
この反射スペクトルＩref（λ）から下記（式１）で求められた数値は、Ｎに比例する。 
【０１０７】
【数１】

【０１０８】
　ここで、積分区間は実質的にＩref（λ）が有意な値を持つ区間のみで行ったものでよ
い。　前者のサンプルによって吸収された励起光のフォトン数Ｎabsは下記（式２）で求
めら れる量に比例する。 
【０１０９】

【数２】

【０１１０】
　ここで、Ｉ（λ）は，吸収効率αqを求めようとしている対象サンプルを取り付けたと
きの、反射スペクトルである。（式２）の積分範囲は（式１）で定めた積分範囲と同じに
する。このように積分範囲を限定することで、（式２）の第二項は，対象サンプルが励起
光を反射することによって生じたフォトン数に対応したもの、すなわち、対象サンプルか
ら生ずる全フォトンのうち励起光によるフォトルミネッセンスで生じたフォトンを除いた
ものに対応したものになる。実際のスペクトル測定値は、一般にはλに関するある有限の
バンド幅で区切ったデジタルデータとして得られるため、（式１）および（式２）の積分
は、そのバンド幅に基づいた和分によって求まる。 
【０１１１】
　以上より、αq＝Ｎabs／Ｎ＝（式２）／（式１）と求められる。 
　次に、内部量子効率ηiを求める方法を説明する。ηiは、フォトルミネッセンスによっ
て生じたフォトンの数ＮPLをサンプルが吸収したフォトンの数Ｎabsで割った値である。 
ここで、ＮPLは、下記（式３）で求められる量に比例する。 
【０１１２】
　　∫λ・Ｉ（λ）ｄλ　　　　　（式３） 
【０１１３】
　この時、積分区間は、サンプルからフォトルミネッセンスによって生じたフォトンが持
つ波長域に限定する。サンプルから反射されたフォトンの寄与をI（λ）から除くためで
ある。具体的に（式３）の積分の下限は、（式１）の積分の上端を取り、フォトルミネッ
センス由来のスペクトルを含むのに好適な範囲を上端とする。 
【０１１４】
　以上により、ηi＝（式３）／（式２）と求められる。 
　なお、デジタルデータとなったスペクトルから積分を行うことに関しては、αqを求め
た場合と同様である。 
　そして、上記のようにして求めた量子吸収効率αqと内部量子効率ηiの積をとることで
、本発明で定義される発光効率を求める。
【０１１５】
　本発明の発光装置の用途は特に制限されず、通常の発光装置が用いられる各種の分野に
使用することが可能である。また、単独で、又は複数個を組み合わせて用いても良い。具



(25) JP 2009-13186 A 2009.1.22

10

20

30

40

50

体的には、例えば、照明ランプ、液晶パネル用等のバックライト、超薄型照明等の種々の
照明装置、画像表示装置の光源として使用することができる。なお、本発明の発光装置を
画像表示装置の光源として用いる場合には、カラーフィルターと併用してもよい。
【実施例】
【０１１６】
　以下、実施例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、それらは本発明の説明を目的
とするものであって、本発明をこれらの態様に限定することを意図したものではない。
［１］赤色蛍光体Ｓｒ０．７９２Ｃａ０．２ＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ０．００８の評価
［１－１］実施例１
　赤色蛍光体粒子｛化学組成Ｓｒ０．７９２Ｃａ０．２ＡｌＳｉＮ３：Ｅｕ０．００８（
以下、「ＳＣＡＳＮ」と称することがある。）、Ｄ５０＝８μｍ｝１重量部に対しガラス
組成物（住田光学ガラス社製「ＰＧ３２５」、Ｄ５０＝８μｍ、組成Ｐ２Ｏ５：４０重量
％、Ｌｉ２Ｏ：５重量％、ＬｉＦ：２重量％、ＮａＦ：１０重量％、Ｋ２Ｏ：３重量％、
ＡｌＦ３：１０重量％、ＺｎＯ：１５重量％、ＳｒＯ：１０重量％、ＣａＯ：５重量％、
屈伏点３２５℃）、０．５３重量部を秤量し、両者をガラス容器を使用して振動を加えて
十分混合した。得られた混合物を石英容器に充填し、電気炉を使用して酸素濃度が０．１
ｐｐｍ以下、水分が０．１ｐｐｍ以下である窒素雰囲気中で、４００℃に予熱した電気炉
に石英容器を入れ、１０分間加熱し、使用したガラス組成物のガラス転移温度である２８
８℃まで３０分かけて冷却し、２８８℃で１時間保持した。その後、室温まで冷却して粉
末状である被覆蛍光体粒子を得た。被覆蛍光体粒子について、［１－１－１］および［１
－１－２］に記載の方法により、その発行スペクトルおよび輝度を測定した。また、得ら
れた被覆蛍光体粒子を走査型電子顕微鏡で観察したところ、蛍光体粒子がガラス組成物層
で連続被覆されていた。被覆層の膜厚は２μｍ程度であった。蛍光体粒子のないガラス組
成物単独の粒子は殆ど観察されなかった。被覆蛍光体粒子の粒径分布を測定したところ、
やはり粒子の凝集は確認されなかった。被覆の緻密さを評価するため、２５０℃で３０分
高純度窒素流通下で加熱した後、Ｎ２吸着法によるＢＥＴ表面積測定を行った。また、ガ
スバリア性を試験するため、雰囲気温度８５℃／相対湿度８５％に保たれたチャンバーに
蛍光体粉末を暴露した。結果を表１に示す。
　［１－１－１］発光スペクトル
　室温（２５℃）において、励起光源として１５０Ｗキセノンランプを、すべく取る測定
装置としてマルチチャンネルＣＣＤ検出器Ｃ７０４１（浜松フォトニクス社製）を備える
蛍光測定装置（日本分光社製）を用いて測定した。
　具体的には、励起光源からの光を焦点距離が１０ｃｍである回折格子分光器に通し、波
長４５０ｎｍ以上４７５ｎｍ以下の励起光のみを光ファイバーを通じて蛍光体に照射した
。励起光の照射により蛍光体から発生した光を焦点距離が２５ｃｍである回折格子分光器
により分光し、３００ｎｍ以上８００ｎｍ以下の波長範囲においてスペクトル測定装置に
より各波長の発光強度を測定し、パーソナルコンピュータによる感度補正等の信号処理を
経て発光スペクトルを得た。
　［１－１－２］輝度
　相対輝度は、ＪＩＳ　Ｚ８７２４に準拠して算出したＸＹＺ表色系における刺激値Ｙか
ら、化成オプトニクス株式会社製の青色蛍光体（Ｂａ，Ｅｕ）ＭｇＡｌ１００１７（製品
番号：ＬＰ－Ｂ４）の刺激値Ｙの値を１００％とした相対値（以下、単に「輝度」と称す
る場合がある。）として算出した。
　なお、輝度は、励起青色光をカットして測定した。
【０１１７】
　得られた被覆蛍光体粒子を用い、以下の手順により発光装置を作製した。 
　東洋電波社製ＳＭＤ　ＬＥＤパッケージ「ＴＹ－ＳＭＤ１２０２Ｂ」にＣＲＥＥ社製Ｌ
ＥＤチップ「Ｃ４６０－ＥＺ２９０」（発光波長４６１ｎｍ）をボンディングした。 
　信越化学工業社製シリコーン樹脂「ＳＣＲ－１０１１」および硬化剤を１００重量部：
１００重量部の割合で混合し、該混合物１００重量部に赤色蛍光体０．８重量部を添加し
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、シンキー社製撹拌装置「あわとり練太郎ＡＲ－１００」で３分間混練して蛍光体含有組
成物とした。 
【０１１８】
　この組成物を上記ＬＥＤチップ付きパッケージの最上面まで充填し、雰囲気温度７０℃
で１時間、次いで雰囲気温度１５０℃で５時間加熱硬化させた。 
　得られた発光装置を、室温（約２５℃）において、２０ｍＡで駆動し、ＣＩＥ色度座標
ｘを測定した。 
　次に、上記発光装置を雰囲気温度８５℃、８５％ＲＨの高温高湿条件で２０ｍＡ，１０
０時間および２５０時間通電試験を行った後、同様にＣＩＥ色度座標ｘを測定した。 
　そして、上記発光装置の製造直後の色度座標ｘに対する高温高湿曝露１００時間、およ
び２５０時間経過後の色度座標ｘの比率（ｘ維持率：％）を算出し、結果を表１に示した
。
【０１１９】
［１－２］実施例２
　ガラス組成物の配合量を１．０６重量部とした以外は実施例１と同様にして、被覆蛍光
体粒子を製造し、比表面積測定およびｘ維持率以外の各評価を行った。被覆層の膜厚は数
μｍ程度であった。結果を表１に示す。
［１－３］比較例１
　ＳＣＡＳＮをそのまま用いた以外は実施例１と同様にして、被膜形状観察以外の各評価
を行った。結果を表１に示す。
［１－４］比較例２
　ＳＣＡＳＮ３ｇを５０ｍｌのフラスコに入れ、エタノール２０ｍＬを添加して、攪拌し
た。次に、キシダ化学社製、特級純度２８％アンモニア水６．７ｇを添加し、マグネチッ
クスターラーにて１分間攪拌した。次に、マグネチックスターラーで激しく撹拌しながら
テトラエトキシシラン（以下、「ＴＥＯＳ」と表記する）２０ｍＬを２回に分けて徐々に
添加し、引き続きマグネチックスターラーにて９０分間攪拌した。得られた溶液を３分間
静置した後、スポイト等により上澄みを除去した。
【０１２０】
　その後、エタノール３０ｍＬ添加、１分間攪拌、３分間静置した。上澄み除去を、上澄
み液が無色透明になるまで繰り返した。得られた沈降物を、真空乾燥器で１５０℃にて、
２時間減圧乾燥し、表面処理蛍光体を得た。この表面処理蛍光体には、蛍光体の重量に対
して１２重量％の酸化珪素被膜が付着していた。その被膜厚さは１００ｎｍ程度であった
。
　上記で得られた被覆蛍光体粒子について、ｘ維持率以外は実施例１と同様の各評価を行
った。結果を表１に示す。
【０１２１】
［１－５］比較例３
　ソーダライムガラス（ＳｉＯ２ ７０重量％，Ａｌ２Ｏ３ ２重量％、Ｎａ２Ｏ １３重
量％、ＣａＯ １０重量％、ＭｇＯ ４重量％、並びに Ｋ２ＯおよびＦｅ２Ｏ３、ＳＯ３

などの微量成分（＜1重量％）を含む）をアルミナ乳鉢を用いて粉砕し、中央粒径Ｄ５０

＝約８μｍとした。ガラス転移点は７３０℃付近、屈伏点は７００℃から７５０℃の領域
にある。このガラス粉末を用い、被覆温度を７５０℃とし、ガラス転移温度付近での保持
を行わなかった以外は実施例１と同様にガラス被覆蛍光体を製造し、比表面積測定、重量
増加率およびｘ維持率以外の各評価を行った。結果を表１に示す。
【０１２２】
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【表２】

【０１２３】
　実施例１の比表面積は、被覆しない比較例１のＳＣＡＳＮの比表面積よりも小さかった
。一方、テトラエチルオルト珪酸を用いて被覆した比較例２のＳＣＡＳＮの比表面積は、
被覆しない比較例１のＳＣＡＳＮの比表面積よりも大きかった。これは、実施例１の被覆
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層が、ＳＣＡＳＮの表面において緻密性が非常に高いことを示している。それに対して比
較例２の被覆層は、微粒子が堆積された緻密性の比較的低い形状であることを示している
。これは、走査型電子顕微鏡の観察結果によっても確認された。即ち、実施例１および２
の被覆層は、ガラス組成物が十分に溶融された平滑な連続膜として観察されたのに対し、
比較例２の従来法では、シリカ微粒子の集合体である被覆層構造が観察された。
【０１２４】
　また、比較例２のＳＣＡＳＮは重量が増加しており、ＸＲＤ測定の結果、炭酸ストロン
チウムが確認された。これは、ＳＣＡＳＮが高温高湿条件で加水分解し、大気中の二酸化
炭素と反応して炭酸ストロンチウムが生成したものと推察される。それに対し、実施例１
および２の被覆蛍光体粒子は少なくとも４００時間まで重量増加が観察されず、本発明の
被覆蛍光体のガラス被覆膜は水、二酸化炭素などに対して極めて高いガスバリア性を持つ
ことが示された。さらに、前記発光装置にて高温高湿条件での信頼性評価を行ったところ
、実施例１のＳＣＡＳＮ被覆蛍光体粒子を用いた発光装置では、発光色の色ずれ（Ｃｘ値
の変化）が少なくとも２５０時間までは全く観測されなかった。それに対し、被覆を行わ
ない比較例１の場合は、２５０時間で２％のＣｘ値の低下が観測された。
　なお、比較例３では、十分な被覆層が形成されず、また、ＳＣＡＳＮの輝度が低下した
。輝度の低下は高温で被覆処理をしたことが原因と推測された。
【０１２５】
［２］緑色蛍光体Ｂａ１．３９Ｓｒ０．４６Ｅｕ０．１５ＳｉＯ４の評価
［２－１］実施例３
　緑色蛍光体粒子｛Ｂａ１．３９Ｓｒ０．４６Ｅｕ０．１５ＳｉＯ４（以下、「ＢＳＳ」
と称することがある。）、Ｄ５０＝２１μｍ｝１重量部に対しガラス組成物（住田光学ガ
ラス社製「ＰＧ３２５」）０．７５重量部を用いた以外は実施例１と同様の処理を行い、
被覆蛍光体粒子を得た。被覆層の膜厚は数μｍ程度であった。実施例１と同様の各評価を
行った。
　また、室温にて被覆蛍光体粉末０．１ｇを純水５０ｇに分散後、１時間放置した後の電
気伝導度は２６．７μＳ／ｃｍであった。結果を表２に示す。
【０１２６】
［２－２］実施例４
　ガラス組成物（住田光学ガラス社製「Ｋ－ＰＧ３２５」）１重量部を用いた以外は実施
例３と同様の処理を行い、各評価を行った。被覆層の膜厚は数μｍ程度であった。結果を
表２に示す。
［２－３］比較例４
　ＢＳＳをそのまま用いた以外は実施例３と同様にして、被膜形状観察以外の各評価を行
った。結果を表２に示す。
【０１２７】
［２－３］比較例５
　５００ｍＬフラスコに東京化成社製、純度９５％以上のＴＥＯＳ５０g およびキシダ化
学社製、特級純度９９．５％エタノール２２４g を入れて均一に混合して金属アルコキシ
ド溶液を調製した。 
　ジャケット付きの１Ｌセパラブルフラスコにエタノール ３１０ｇ 、キシダ化学社製、
特級純度２８％アンモニア水 １ ００ｇ を入れて均一に混合した後、ＢＳＳ粉末を５０
ｇ 投入して基体蛍光体含有溶液を調製した。 
【０１２８】
　セパラブルフラスコのジャケットには温度調節された冷却水を流して反応溶液の温度を
５℃で一定に保ち、ＢＳＳ粉末が沈降しないように、モーター付きの撹拌羽根で基体蛍光
体含有溶液を激しく撹拌してＢＳＳ粉末を舞い上げながら、そこに金属アルコキシド溶液
を定量ポンプで約４時間かけて滴下した。 
　金属アルコキシド溶液の滴下が終了した後、反応溶液を静置して緑色蛍光体が沈降して
から、シリカ微粒子で白濁した液相をデカンテーションで除去した。その後５００ｍＬの
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エタノールを加え、軽く撹拌した後静置して、白濁の残る液層をデカンテーションで除去
した。このエタノール洗浄を、液層が無色透明になるまで４回繰り返し、セパラブルフラ
スコごと５０℃、３０分間の減圧乾燥を行い、その後１５０℃、２時間の減圧乾燥を行い
、シリカ付着率２４．０重量％で表面シリカコートされたＢＳＳ蛍光体粉末を得た。被膜
厚さは１５０～２００ｎｍ程度であった。
　上記で得られた被覆蛍光体粒子について、実施例３と同様の各評価を行った。結果を表
２に示す。
【０１２９】
［２－４］比較例６
　比較例３で得られたガラス粉末を用い、被覆温度を７５０℃とし、ガラス転移温度付近
での保持を行わなかった以外は実施例３と同様にガラス被覆蛍光体を製造し、比表面積以
外の各評価を行った。結果を表２に示す。
［２－５］比較例７
　比較例３で得られたガラス粉末を用い、被覆温度を８５０℃とし、ガラス転移温度付近
での保持を行わなかった以外は実施例３と同様にガラス被覆蛍光体を製造し、比表面積以
外の各評価を行った。結果を表２に示す。
【０１３０】
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【表３】

【０１３１】
　緑色蛍光体ＢＳＳにおいても、総じて赤色蛍光体ＳＣＡＳＮと同様の結果が得られた。
また、実施例１、および２の電気伝導度が比較例４のそれよりも低いことから、ＢＳＳ蛍
光体由来のイオン溶出が抑制されていることが確認された。
【産業上の利用可能性】
【０１３２】
　本発明の被覆蛍光体粒子、および蛍光体含有組成物は、蛍光体が凝集することなく、ガ
スバリヤ性が良好で、半導体発光装置の耐久性を向上させることが出来る。また、本発明
の発光装置、並びに前記発光装置を用いた画像表示装置及び照明装置は、長期的に使用で



(31) JP 2009-13186 A 2009.1.22

10

20

き、耐久性に優れているため高性能である。
　従って、本発明の被覆蛍光体粒子、被覆蛍光体粒子の製造方法、蛍光体含有組成物、発
光装置、画像表示装置、および照明装置は、当該各分野における産業上の利用可能性が極
めて高い。 
【図面の簡単な説明】
【０１３３】
【図１】本発明の発光装置の一実施例を示す模式的断面図である。
【図２】本発明の発光装置を用いた面発光照明装置の一例を示す模式的断面図である。
【図３】本発明の発光装置の他の実施の形態を示す模式的な斜視図である。
【符号の説明】
【０１３４】
　１　発光装置 
　２　フレーム 
　２Ａ　フレームの凹部 
　３　青色ＬＥＤ（第１の発光体） 
　４　蛍光体含有部（第２の発光体） 
　５　接着剤
　６　ワイヤ 
　７　モールド部 
　８　面発光照明装置 
　９　拡散板 
　１０　保持ケース 
　１１　蛍光体含有部 
　１２　光源 
　１３　基板 
【図１】

【図２】

【図３】
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